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会長就任のご挨拶
　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪大学　志水宏吉

私が教育社会学という学問に出会ったのは、19歳の時
でした。家族・親族のなかで初めて高等教育機関に進学し
た私には、教育社会学という学問はきわめて魅力的なもの
に映りました。自分のルーツやルートが、鮮やかに説明さ
れていくのです。もっと勉強したい、そう思いました。教
育社会学という学問がなければ、大学人としての私のキャ
リア、そして現在の私の生活のすべてはなかったと断言で
きます。それぐらい、自分にとってこの学問が持つ意味は
大きいものなのです。

会長は、50人ほどいる理事の互選で決められることに
なっています。吉田文前会長から、私が選ばれたという
連絡をいただいた時、予想外のことに驚きはしましたが、

「喜んでお引き受けします」という返事をすぐに出しまし
た。これは、教育社会学という学問にわずかでも恩返しで
きる好機ではないか、と考えたからです。2021年秋に関
西学院大学主催で行われた大会（すべてオンライン）は、
第73回大会でした。学会活動は、たとえて言うと、終わ
りのない駅伝競走のようなものです。会長について言うな
ら、私は19人目の会長（ランナー）ということになりま
す。2年後、次の会長さんにバトンを首尾よくお渡しする
ことが、私の務めとなります。

今期の学会運営に携わる、私をはじめとする事務局メン
バーにとっての最大の課題は、「法人化をスムーズに進め
ること」にあります。今から2年後の、2023年8月をメド
に一般社団法人に移行することを目標に設定し、それに向
けて準備を進めます。吉田前会長の言葉をお借りすれば、
法人化は「学会活動および学会会計の責任体制を明らかに
する」ために行うものです。学会の「格」をひとつ上げる
ということになるでしょうか。その目標に向け、粛々と準
備を進めていきます。

ただそれだけではありません。そもそも会員の皆さんに
とって、学会が任意団体であるか、一般社団法人であるか
は、実はそんなに重要な問題ではないはずです。忘れては
いけないのは、学会というものの本質です。それは、「同
好の士」が集まるものだということです。簡単に言うと、
学会は「サークル」のようなもの。学会で、好きな研究を
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することとし、2日目はキャンセルするという苦渋の決断
だった。それから、会場へのアナウンス、2日目に大会に
来られる先生方への連絡、2日目に発表予定者や課題研究
の取り扱いなど、右往左往した。懇親会もそこそこ帰路に
ついたが、京都駅は人であふれ、這う這うの体での帰宅
だった。翌日、台風上陸、飛行機も新幹線もストップし
た。判断は間違っていなかったと思うが、学会大会がキャ
ンセルになったことなど、過去にあっただろうか。記録を
作ってしまったという、何とも言えない思いをもった。

2019年に再任されて2期目は、2020年初頭からの新型コ
ロナ感染症の蔓延である。2020年3月の常務会は、初めて
Zoomを用いたハイブリッド会議となった。その後、多く
の大学でキャンパスが閉鎖され、さて、大会をどうする
か。2020年の大会校は関西学院大学である。実行委員長
の富江英俊先生をはじめ江原昭博先生とも相談しつつ、物
理的な環境での大会開催は無理との判断に至った。大会開
催を諦めるしかないのかと気落ちしていたころ、いくつか
の学会がオンライン大会を開催したという情報を得た。事
務局長の天童睦子先生、事務局次長の相澤真一先生との相
談のなか、結論は「研究はストップしない」であった。オ
ンライン大会を開催した学会へのヒアリング、予算はいく
ら必要か、どこが実行部隊になるか、未経験の事態ばかり
である。仕方がない、会長が実行委員長を引き受けようと
手を挙げた。すべてが初めて、異例づくめで9月の大会を
迎えた。

まさに、いろいろ当たった4年間であった。でも、もっ
とも当たったのは、常務会のメンバーである。どちらの期
も、皆さん、実に献身的に本当によく仕事をしてくださっ
た。どれだけ助けられたことか。よいメンバーに囲まれて
会長を担当できたこと、何より幸せであった。当たったこ
とに感謝のみである。

第74回大会のご案内
　　　　　　　　　　　　　　日本女子大学　藤田武志
2022年の第74回大会は日本女子大学で開催いたします。

日本女子大学は、創立者成瀬仁蔵の「女子を先ず人として
教育する」という信念に基づいて1901年に「日本女子大
学校」として建学され、時代に先駆けて女子高等教育の道
を切り拓いてきました。平塚らいてう、高村智恵子、高良
とみ、沢村貞子、橋田壽賀子、平岩弓枝、大石静、高橋留
美子などなど、卒業生にはそうそうたる人物が名を連ねて
います。現在は、家政学部、文学部、理学部、人間社会学
部の四学部からなる総合大学として、多方面で活躍する卒
業生を輩出しています。ちなみに、NHK連続テレビ小説

「あさが来た」の主人公のモデルは、成瀬とともに本学の
創立に尽力した広岡浅子です。また、大河ドラマ「青天を
衝け」の主人公である渋沢栄一は、本学の設立に携わり、
のちに第三代校長を務めました。

本学は現在、創立120周年に向けて進めてきた教育改革
のもと、「新しい明日を共に創る」をテーマとして、分野

追究する。皆で自由闊達に議論する。志を同じくする仲間
を見つける。学会は、そういう場であり続けなければなり
ません。学会は、シンプルに楽しいところでなければなら
ないのです。教育社会学会を、今まで以上に刺激的かつ魅
力的な場になるよう、全力を尽くしたいと考えています。
法人化という制度化のプロセスが、そうした学会の本質を
ゆがめるものであってはなりません。

　
具体的には、学会の質をさらに高めていきたいと思いま

す。方向性は2つ。第一に、会員サービスの質を高めるこ
と。第二に、社会的プレゼンスを高めること。

前者（＝会員サービスの質の向上）については、私の職
場での同僚でもあった、前々会長の近藤博之先生が常々
おっしゃっていたことでした。「内向き」の視点ですが、
安くはない会費に見合うだけの会員サービスを提供しなけ
ればなりません。前期では、学会誌へのオンライン投稿、
学会HPのリニューアル等がなされました。今期も、ルー
ティン的な学会活動の見直し・改善を図っていきます。

後者（＝社会的プレゼンスの向上）については、私自身
が強い関心をもつテーマです。「外向き」の視点と言える
でしょうか、教育社会学の存在感や影響力をより高めてい
きたいと考えています。私は昨年まで、日本学術会議の会
員（教育学分野）や教育関連学会連絡協議会の事務局長を
務めていました。その仕事をするなかで、教育社会学は、
個々の研究者の業績はしっかりしているものの、学会とい
う集合体としての社会的アピール・発信力にはまだまだ改
善の余地があると感じてきました。研究のための研究に自
閉することなく、社会との接点・社会へのインパクトを大
事にしていきたいと考えています。

格差社会・リスク社会の現実が私たちの生活の中心を占
めるようになってきている今日、教育社会学に課された社
会的使命にはきわめて大きなものがあります。存在学とし
てのアイデンティティを基盤に発展してきた教育社会学で
すが、さまざまな社会的諸課題に対して改善・解決策を提
示することが今日強く求められるようになってきていま
す。皆さんとともに、社会への開かれた回路をもつ教育社
会学の道を探究していきましょう。

会長の任期を終えて
　　　　　　　　　　　　　　　早稲田大学　吉田　文
晴天の霹靂だった4年前の夏。振り返れば、実によく

「当たった」この4年間であった。就任の挨拶をした2017
年の一橋大学での大会は、季節外れの10月の台風に当
たった。傘が役立たないほどに降りしきる雨のなかを、会
場へと向かった。それが今後を予兆するスタートだった。

翌18年の佛教大学での大会は、開催2日目に関西地方に
台風上陸の可能性大と報じられた。そうなれば、交通機関
もストップし、帰宅難民がでる。刻々と変化する天気予報
情報をにらみつつ、大会実行委員長の原清治先生、事務局
長の片岡栄美先生と相談を重ね、初日の懇親会までは開催
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みると、至らない点が多かったと反省することが多いで
す。大会参加には事前の登録が必要であることや、大会
webサイトへのログイン方法などにおいて、大会実行委員
会として予想していた以上に、会員の皆様にわかりにくい
ところがあったようです。ご心配とご迷惑をおかけしてし
まいすみませんでした。

この度、大会実行委員会を担当させて頂くにあたって、
オンライン開催のメリットとデメリットをつねに考えてい
ました。メリットとしては、自宅から一流の発表が聞け
て、発表者も好きな場所でリラックスして出来る、参加す
るハードルが下がったことが一番大きいと思います。デメ
リットとしては、会員同士の交流がどうしても少なくなっ
てしまうことが挙げられます。懇親会が出来ないことに加
えて、会場内の廊下で知り合いとばったり出会って立ち話
をすることなども、オンライン開催では不可能です。オン
ライン開催のメリットを最大限生かして、デメリットは何
らかの形でカバーし、今までになかったような印象的な大
会にしようと意気込んでいたのですが、実際に徐々に準備
を進めていくと、メリットもデメリットもうまく整理でき
ませんでした。具体化することが出来ず残念でしたが、ア
フターコロナ時代において「研究成果を発表する場」「他
の研究者と交流する場」の様々な可能性を感じた大会でも
ありました。

最後になりましたが、学会理事会・常務会の皆様には、
ひとかたならぬお世話になりました。この場を借りてお礼
申し上げます。

　　　　　　　　　（第73回大会実行委員長：冨江英俊）

課題研究の報告
課題研究Ⅰ　学校で起こる教育課題に教育社会学はどう貢
献できるか？（2）
―不登校・学校への行き渋り現象を「生きづらさ」との関
連で考える―

話題提供者：加藤美帆（東京外国語大学）、鈴木翔（秋
田大学）、土井隆義（筑波大学）、須永祐慈（NPO 法人ス
トップいじめ！ナビ）
討論者：松浦善満（大阪千代田短期大学）
司会：原清治（佛教大学）、山内乾史（神戸大学）

課題研究Ⅰは継続課題の2年目に該当し、子どもたちの
「行き／生きづらさ」に注目して学校で起こる問題を考え
る。全国の小中学校で196,127人（2020年現在、文部科学
省）の子どもたちが不登校の状態であることに対して、ど
のような視点から捉えていけばよいかについて検討を行っ
た。

その際に、コロナ禍で見えてきたいくつかの現象につい
ても視野に入れる必要がある。そのひとつがこれまで不登
校気味だった子どもたちのなかに「再」登校するケースが
報告され始めていることである。コロナ以前からマスクを

や国を超えた連携をはかり、その連携から新しい価値を創
造する学びに力を入れています。2023年には、脱・キャ
ンパスの実践的なプログラムを主軸にした新学部（仮称・
国際文化学部）の開設を予定しています。

日本女子大学で大会をお引き受けするのは、1993年の
第45回大会以来、およそ30年ぶりとなります。前回は、
人間社会学部が新しく設置されて間もない西生田キャンパ
スでの開催でした。ちょうど創立120周年を迎えた本年、
これまで2つに分かれていたキャンパスが、創立の地であ
る文京区目白台に統合されました。来年、キャンパス統合
がなされて間もない目白キャンパスで大会が開催されるの
は、興味深い巡り合わせのように感じます。

目白キャンパスの最寄り駅はJR山手線の目白駅と東京
メトロ副都心線の雑司ヶ谷駅です。このキャンパスは、創
立120周年を記念して、建築家のノーベル賞とも言われる
プリツカー賞を受賞した卒業生の妹島和世氏のグランドデ
ザインにもとづき、「目白の森のキャンパス」というコン
セプトでリニューアルされました。キャンパスで直にお会
いできること願って準備を進めておりますが、新型コロナ
ウィルス感染症の状況によってはオンライン大会に転換す
る可能性もありますので、その点についてお含み置きくだ
さい。

大会日程は、現在のところ、2022年9月10日（土）、11
日（日）を予定しています。なお、オンライン大会での実
績を踏まえ、参加申込、および、大会参加費の支払い等は
ウェブ上で事前に行っていただき、大会会場では実施しな
い方向で検討しております。ご不便をおかけすることもあ
ろうかと存じますが、ご理解のほどお願いいたします。規
模がそれほど大きくない大学でもあり、近隣の諸大学から
のご助力をたまわりながら進めてまいります。大会案内や
申込手順の詳細等は追ってお知らせします。充実した大会
になるよう努める所存ですので、どうぞよろしくお願いし
ます。

第73回大会を終えて
日本教育社会学会第73回大会は、2021年9月11・12日に、

関西学院大学を大会校として、すべての企画をオンライン
で開催致しました。今年こそは通常通りの開催としたいと
いう思いは強かったのですが、新型コロナ感染拡大という
状況を前に断念せざるを得ませんでした。関西学院大学で
実行委員会を編成し、昨年度のオンライン開催の経験をふ
まえて、改善すべきところは直し、良かったところはさら
に良くしていこうと準備を進めて参りました。

当日の大会参加者は492名で、128の発表（課題研究を
除く）が行われました。大きなトラブルはなく、順調に大
会を終えることが出来てまずは安堵しております。それぞ
れの部会や課題研究において、中身の濃い発表が行われ、
質疑応答もレベルの高いものであり、「参加してよかった」
という声を多くの方から頂きました。どうもありがとうご
ざいました。しかし、大会実行委員会として今振り返って
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にできない自分への不信感が強まり、相対的剥奪が強化さ
れてしまい、結果として自殺率も不登校児童生徒数も増加
してしまったことを指摘した。こうした現状の回復のため
には、さまざまな友達と関係をつくる、いわゆるブリッジ

（橋渡し）をするための仕掛けづくりについて配慮が必要
であると論じている。

第四報告者の須永氏は自身の経験やデータから不登校の
生きづらさは時代の変化とともに変遷しているにもかかわ
らず、生きづらさの「総量」や「深刻度」が増えているこ
と、それにもかかわらず不登校への否定的なまなざしは依
然として存在している状況に対して警鐘を鳴らしている。
オルタナティブな教育は発展してきたがまだ途上の段階で
あり、今後はその質や広がりに目を配ることが重要である
こと、不登校の子どもたちに自己責任を大人が押し付ける
ことは危険であると論じている。

指定討論者の松浦氏は4つの報告を受けて不登校問題の
とらえ方の変遷や研究枠組みのとらえ方、当事者研究のア
プローチなど多岐にわたる問いが投げかけられた。

今回の課題研究は「不登校」を基盤としながらコロナ禍
によって顕在化してきた子どもたちの行き／生きづらさに
教育社会学はどのようなアプローチを試みるのかについ
て、さまざまな領域からの報告がなされた。今年度で「学
校で起こる教育課題に教育社会学はどう貢献できるか？」
という課題研究は閉じることとなる。この壮大な問いにつ
いての「解」を提示できたのかどうかは議論の余地がある
かと思うが、2年間の活動を通して、これらの課題に積極
的にアプローチする研究や知見の創出につながることを祈
念せずにはいられない。

　（研究委員：山内乾史・原清治・作田誠一郎・浅田瞳）

課題研究Ⅱ　能力主義を問い直す

話題提供者：金井 利之（東京大学）、桜井 智恵子（関西
学院大学）、広瀬 義徳（関西大学） 
指定討論者：大多和 直樹（お茶の水女子大学）、広田 照
幸（日本大学） 
司会：寺崎 里水（法政大学）、山口 毅（帝京大学）

本課題研究は、前年度の課題研究「能力主義をどう考え
るか？」に引き続き能力主義（メリトクラシー）をテーマ
として、能力主義の根本的な問い直しという視角からアプ
ローチした。

能力や業績による分配を理想に掲げて所得の不平等を正
当化する近代資本主義体制は、能力主義批判の難しさの大
きな要因である。機会の平等を伴った能力主義を教育社会
学が追求してきたのは、この体制を前提としたためだろ
う。だがしばしば指摘されてきたように、能力主義には少
なからぬ問題がある。そもそも能力は直接測定できず、業
績の基準も一義的には定まらない。機会の平等によって公
正を担保しようとしても、機会の平等化を予想した産業化
命題は破綻しており、大筋では学校は階層再生産の装置た
らざるを得ない。資本主義の行き詰まりが言われ、対抗的

する子どもがおり、その背景として人間関係を形成しづら
いことが指摘されてきた。また、スクールカーストのよう
な人間関係の階層性が背景にあり、それが生きづらさとし
て指摘される研究もある。つまり、不登校は「なぜ行きづ
らくなったか」だけではなく、その現象の背景にある子ど
もたちの変化に着目する研究が求められる。

本研究課題では、教育社会学においてこうした問題にど
のように接近していけばよいのかといった視点を有した研
究者が登壇した。教育社会学のみならず学校臨床学や臨床
心理学などの研究者も交え、横断的な視点から不登校の現
象について議論を深めるのが本課題研究の目的である。

第一報告者の加藤氏はこれまで長期欠席者の変遷から、
不登校には3つのトレンドがあることを指摘し、戦後間も
ない頃は長期欠席者を対象とした独自の調査が存在した
が、学校基本調査に含まれることによって、長期欠席児童
が潜在的に残り、長期欠席から断絶した「登校拒否」が出
現したのではないかと指摘した。とりわけ、1980年代に
は登校拒否の要因として家庭での養育（小玉、2001）、生
育歴（文部省、1983）、近代家族のゆらぎと親の養育役割
の再強化（落合、1994）などが指摘されるようになり、登
校拒否が定式化されつつあった点にも触れている。

加藤氏は不登校について市場化の進む教育状況のなか
で、教育に関する責任とリスクを本人と家庭（親）へ帰す
ことの強化について、注意深くとらえる必要があると強調
している。

第二報告者の鈴木氏はこれまでの教育社会学研究は学校
の「行き渋り現象」（不登校研究含む）や「学校の生きづ
らさ」（いじめ問題含む）は主要な研究テーマであること
を前提として教育社会学オリジナルの貢献可能性と課題に
ついて指摘した。鈴木氏は教育問題をコンサマトリーな次
元の機能不全とインストルメンタルな次元の機能不全の2
つに分類し、一般社会や教育社会学もコンサマトリーの言
説が優位であり、両者を視野に入れて研究する視点の必要
性を論じている。これらの論点を整理するため、鈴木氏は
①研究の遂行可能性と継続性（酒井、2017）、②不登校問
題を社会のどこに位置付けるか（伊藤、2018）の2点を意
識した調査として自身の調査を例に論じている。こうした
研究のあり方を進めることによって、教育社会学は学校の
生き／行きづらさへの課題へ貢献できることなどを論じて
いる。

第三報告者の土井氏は、自分にはこれだけの期待値があ
るという目標から現状の自分との差異を「相対的剥奪」と
定義し、この視点から不登校問題へのアプローチを試み
た。土井氏はコロナ直後の自殺率の低下や不登校児童生徒
数の減少など、緊急事態宣言下では日頃の不遇感や孤立感
が弱まり「みんな同じ」といった連帯感を持つことができ
たこと、宣言解除後はソーシャル・ディスタンスの徹底が
図られた結果、いつも一緒にいるような友人関係が持てな
くても奇異の目で見られないため、自分への期待値を下げ
ることに成功したと指摘している。

しかし、経済活動の再開が始まったことから連帯感が弱
まり、コロナ前よりも不遇感や孤立感を強めてしまったた
め、周りがコロナに対応しながらも生活に適応しているの
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した。
広田氏は、不平等を正当化するイデオロギー機能の指

摘、メリトクラシーの実現を目指す研究上のゴールへの批
判、代替的原理・方策の提示といった共通視角が3報告に
あるとまとめた。そのうえで、選抜機能のみから学校教育
を見るのは一面的ではないかと問いつつ、他方でメリトク
ラシーと言われる事態を解明する部分的知としての意義が
個別研究にはあるとして、教育社会学を擁護した。そして

「能力の向上」を含めた教育の可能性や意義、および学校
教育の中での評価の問題をどう考えるかという問いを投げ
かけた。

これらの質問に対して、能力主義が自己欺瞞を内蔵し
規範的正当性を欠くこと、職業的地位の一般的な代替可
能性、能力を個に還元できないとみなす「能力の共同性」
論、必要に応じた分配の日常的実践、学校外部の改革の重
要性などの観点から話題提供者のリプライが行われた。ま
たフロアを交えては、理念としてのメリトクラシーが正当
でない理由や資源不足の問題、学校教育の可能性などをめ
ぐる意見交換がなされた。

総じて本課題研究では、議論を掘り下げるというより
は、論点の摘出に意義があったと振り返ることができるだ
ろう。とりわけ、大きな枠組みでの理論的考察の重要性お
よび、教育社会学が立脚してきた能力主義と機会の平等と
いう規範のセットが改めて問われているということは、問
題提起として示せたのではないだろうか。今後は本企画を
もとにした出版も予定されている。議論の継続に期待した
い。
（研究委員：居郷至伸・大多和直樹・都村聞人・寺﨑里水・

長谷川誠・堀健志・山口毅）

課題研究Ⅲ　「持続可能性」の知識社会学と越境的思考

話題提供者：山田 肖子（名古屋大学）、仁平 典宏（東京
大学）、唐沢 穣（名古屋大学）、杉谷 陽子（上智大学）
指定討論者：久木田 水生（名古屋大学）、松浦 良充（慶
應義塾大学）
司会：天童 睦子（宮城学院女子大学）、江田 英里香（神
戸学院大学）

「持続可能性」という言葉は、1990年代に環境保全や生
物多様性の確保という意味で使われ始め、次第に多文化共
生や国際的な政治社会課題への理解なども含む意味に拡張
されてきた。2015年に国連サミットにおいて持続可能な
開発目標（SDGs）が合意され、その意味拡張は更に進ん
でいる。現在、日本の学習指導要領でも、学校教育で取り
上げるべき内容として、「持続可能性」が挙げられている。

本課題研究では、このように変化しつつ正統性を増して
いるように見える「持続可能性」という概念が、社会的に
構成されたものと考える。多義的でありながら道徳的な態
度変容を促すこの言葉が、現代の様々な言説の基礎知識の
ようになっていった経緯に、どのようなアクターが関わ
り、彼らの目的や力学がどのように社会の共有知の生成に

な知にも注目が寄せられる現在、能力主義を擁護しながら
格差・貧困に取り組む姿勢は決して自明でない。そのよう
に考えるならば能力主義批判の言語化に向けて、「能力・
業績に応じた分配」ではなく「必要に応じた分配」を求め
る立場からの論考が、ひとつの立脚点となり得るだろう。

本課題研究では、「必要に応じた分配」を求める立場に
依拠する研究者を学会内外から登壇者として招き、指定討
論者には能力主義を擁護する立場を代表して討論しても
らった。

第1報告の金井氏は、公務員制度におけるメリット・シ
ステムを詳述したうえで、以下のように論じた。行政サー
ビスは必要性に応じて分配されるのが普通であり、能力主
義的分配は異物である。教育は階層格差是正にも階層流動
化にも効果を持たないことが実証されたのに、能力主義を
理想として追い求めるのはアディクションである。能力と
は権力（者）の「好み」にとって相性のよい人材配分を正
当化することである。しかし、デモクラシー社会ではメリ
トクラシーは支配の正当性を持たず、能力による分配も正
当性を持たない。分配的正義の議論としては能力主義の嗜
癖を続けるよりも、必要による分配を含めた分配の正当化
の多元性を検討した方が健全である。

第2報告の桜井氏は、個人化や人的資本論の前提を問わ
ない「教育社会学研究のリベラル化」という状況があると
論じた。個人の能力や努力で乗り越えることを目指す能力
原理は暴力を内包しているが、教育学研究の多くは所有や
分配のしくみは問わず、「より良い教育」で抜け出ようと
いう枠組みである。近代公教育の構造や能力主義的支配を
問うた岡村達雄・尾崎ムゲンらの議論が、なかったことに
されている。そして機会の平等と能力原理によって、分配
のみならず競争からドロップアウトした子どもへの支援も
正当化されている。こうした現状への批判の必要性が提起
された。

第3報告の広瀬氏は、必要に応じた分配の規範的な根拠
を論じた。職業的地位への配分にとって学校は補助を果た
すにとどまり、学歴はシグナル効果をもたらすだけのもの
である。賃金所得の分配は労働者の個体的能力以外の複合
的要因によって決定され、能力主義に基づいていない。能
力主義のレトリックを支える「自己労働所有」テーゼは論
理的に破綻している。「必要に応じた分配」を追求する際
にしばしば危惧される労働生産性の低下もまた、実証的な
根拠を欠いている。それゆえ中・長期的な課題として、「必
要に応じた分配」原理の社会構想へ向けた取り組みが鍵と
なる。

以上の話題提供に引き続き、指定討論者によるコメント
が行われた。

大多和氏は前年度からの本課題研究の流れを踏まえ、能
力主義が幻想だとすれば正当性の根拠を問い直す必要があ
るとしつつ、職業的地位の配分に際して社会の要請と個人
の希望を調整し、属性・腕力・運などの要素を否定しなが
ら「理性・知性による支配」の実現を目指すという点で、
能力主義には否定しきれない側面があるのではないかと論
じた。そして能力主義をどのように断ち切るのか、はびこ
るメカニズムのどこから手をつけるのかという問いを提出
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小道具化する可能性も指摘された。
本課題研究は、教授－学習過程としての教育や、それに

まつわる政策、制度、実践とは別に、知識が伝播し、共有
されることも知識生成にまつわる社会学だという発想、ま
た、現代における知識社会学を実践するならば、企業や
ネットを通じた情報のやり取り、それらに関する倫理・哲
学も含めて学際的に検討する必要があるとの考えに基づい
て議論を行った。分析手法も実験的であり、一部の学会員
にとっては耳慣れない議論のやり取りになっていたかもし
れないが、こうした発想を着実な研究につなげるため、今
後も議論を続けられれば幸いである。
（研究委員：山田肖子・北村友人・江田英里香・芦田明美・

大東直樹）

英語特設部会の報告
昨年の第72回大会では設置できませんでしたが、今大

会では10回目の英語特設部会を開催することができまし
た。発表者の募集に対し、スペイン、中国、台湾などから
申込みがあり、全体で5件、一部会を編成しました。

部会のテーマは“Educational Reform”でしたが、多様
な研究領域の方々が集う場となりました。オンラインでの
報告、ディスカッションがどの程度可能になるかが心配さ
れましたが、司会の香川先生、楊先生のおかげで発熱した
議論を行うことが出来ました。また、オーディエンスも
20名から30名が参加し、研究の国際交流に多くの方々が
関心を持たれていることが感じられました。

また、部会の最初に台湾教育社会学会会長の楊洲松先
生、中国教育社会学会会長の賀暁星先生からのビデオメッ
セージを流しました。台湾、中国と交流を深めてきました
が、今回の大会でも限定的ではありますが交流ができたこ
とを嬉しく思います。

オンラインによって海外からの参加は容易になり、発
表、ディスカッションも活発に行われたことはたいへん有
意義だったかと思います。しかし、人的な交流は十分だっ
たとは言えません。来年度は対面での発表、交流の場が再
開できることを祈っております。

　　　　　　　　　　　　　（前国際委員長：山田浩之）

若手研究者交流会の報告
大会前日の9月10日に、恒例の「若手研究者交流会」を

開催しました。2008年の初回から数えて、今年は14回目
です。大会当日同様に若手研究者交流会もオンラインによ
る開催で、参加費は無料として、教育社会学に関心をもつ
若手研究者に広く呼びかけました。

会では、大学院生などを対象にした「大学院生のサバイ
バル・ストラテジー」と、初期キャリア段階の大学教員な
どを対象にした「若手大学教員のキャリア・マネジメン

影響しているのか。この課題研究では、「持続可能性」と
いう単語を入り口として、知識の生成について学際的に議
論した。

山田発表は、当初、教育との接点ではほとんど論じられ
ていなかった「持続可能性」が、国内の教育の様々な課題
と絡み合いつつ取り込まれていく過程を1990年からネッ
ト上で公開された文書（3500件以上）を「持続可能　教
育　学習」という3つの検索ワードで取得し、計量分析に
よって紐解いた。2010年代以降、「持続可能性」概念が、
次第に日本の教育制度の中で焦点化されている課題と接合
され、近年は、学校－地域社会－企業との連携による教育
プログラムの推進や、生徒が自分で考え、問題解決する能
力・力を強化する授業・実践などとの関連で論じられるこ
とが多くなっている。

続く仁平発表では、1985年からの朝日新聞記事と企業
のCSRレポート2013年～ 2019年の期間の168社分を対象
とし、山田発表同様、テキストに現れる傾向性に着目し
た。仁平発表では、「持続可能＋経済」「持続可能＋教育」「持
続可能＋自然」と、検索語の組み合わせを変えることで、
経済活動との関連で意味付けされる持続可能性概念と、教
育活動との関連でのそれを明示的に比較した。従来、総じ
て経済活動の外部にあるものとされていた社会配慮が、企
業の本来業務や経済活動に内部化される傾向が指摘され
た。身近な取り組みが持続可能性につながるという、「幸
福な機能主義的社会観の前景化」が見られ、そこにおける
教育の位置づけとも矛盾なく併存していると指摘してい
る。

社会心理学、消費者行動論を専門とする唐沢・杉谷(非
会員)は、企業のSDGsへの言及が、実際に消費者の企業
イメージを向上させるのか、また、どのような属性の消費
者の心理に影響するのかを、小規模のサンプル調査に基づ
いて検証した。具体的には、企業のウェブサイトで、商
品のおいしさと、SDGsへの貢献をアピールしているペー
ジを見せ、それぞれについての印象に関する質問票調査を
行った。その結果、全体としては、美味しさの方が企業イ
メージの向上には貢献するものの、SDGs活動によって、
個人の人権や弱いものに寄り添うといった、より個人主義
的な道徳観にアピールすることが見て取れた。また、保守
的な傾向がある人々は、企業がSDGsを標ぼうすることに
懐疑的な傾向があり、SDGsへの言及が一様にポジティブ
な影響を持つわけではないことが指摘された。

指 定 討 論 者 の 松 浦（ 非 会 員 ） は、Oxford English 
Dictionaryに掲載された持続可能性の定義を経年比較し、
その概念史には、経済、環境、正義という3つの概念構造
があり、それらがどのように論理展開し、大衆化してきた
かをとらえることが、具体的現象への現れ方や人々の道徳
観への影響を把握する鍵であるとの視点を提起した。

2人目の指定討論者の久木田(非会員)からは、倫理学的
観点から、個人主義と環境保護の価値がせめぎ合うなか
で、持続可能性の規範性を正当づけるイデオロギーとし
て、リベラル、保守の二項対立は説明力を持つのか、と
いう疑問が提起された。また、情報哲学の観点からは、
SDGsが大衆化することにより、それがアピールのための
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部等からの報告がなされ、次いで以下の主な事項が決定さ
れました。

1． 2020会計年度日本教育社会学会決算案及び監査報告承
認について

島会計部長より、2020会計年度一般会計決算案と特別会
計決算案が提示され、当期支出はコロナ下での学会運営と
なったことも影響し、ほとんどの費目で予算額を下回り、
黒字決算となったこと、例年と異なる支出として、ウェブ
投稿システムの構築、ホームページリニューアル等があっ
たことの説明がなされました。続いて、知念渉監査より監
査を代表して、決算案について適正かつ正確に記載されて
いる旨の報告があり、審議の結果2020会計年度決算案と
監査報告が承認されました。

2．2021会計年度予算案について
島会計部長より、2021会計年度予算編成の基本方針に

ついて、収入・支出の設定、特別会計、各委員会経費など
について説明がなされました。収入は過去3年間の平均値
等を用いて算出し、支出については、理事会・事務局経費
の減額などを行うとともに、各委員会経費は前年度の削
減分を回復したことが説明されました。審議の結果、2021
会計年度日本教育社会学会予算案は承認されました。

3．会則および運営内規等の改正について
吉田会長より、会則および運営内規等の改正と倫理委員

会設置にかかわる規則の改正、またダイバーシティ推進部
設置にかかわる規則の改正について説明がありました。審
議の結果、提案通り、承認されました。続けて吉田会長よ
り、倫理委員会規程の制定について、提案があり、審議の
結果、提案通り承認されました。　

4．学会の一般社団法人化について
吉田会長より、本学会の一般社団法人への移行につい

て、主に法人化の意義と法人化による変更点の2点をふま
えた説明がありました。質疑を行い、拍手多数と認めら
れ、提案通り承認されました。

5．次期大会校について
吉田会長より、次回第74回日本教育社会学会年次研究

大会を日本女子大学にお願いしたい旨の提案があり、拍手
多数と認められ、次期大会校は日本女子大学に決定しまし
た。大会校理事として藤田武志会員が指名され、提案通り
承認されました。

6．次期会長承認について
吉田会長より、新理事の互選による会長選挙が、今年度

初めてオンラインで実施され滞りなく完了したこと、その
結果、次期会長として志水宏吉会員が選出されたことが報
告されました。志水会員を次期会長とすることについて、
質疑を経て、拍手多数と認められ、承認されました。

7．次期監査の推挙について

ト」と、2つのラウンドテーブルを設け、それぞれの立場
が抱える課題やそれを乗り越えるための工夫などについ
て、活発に意見が交換されました。

▼ラウンドテーブルⅠ：大学院生のサバイバル・ストラテジー
修論・博論執筆、論文投稿など、大学院生の関心や課題

について意見を交換しました。
　＜話題提供者＞
　　梅田 崇広（愛媛大学）
　　数実 浩佑（宝塚大学）
　＜司会＞
　　上地 香杜（静岡大学）

▼ラウンドテーブルⅡ：若手大学教員のキャリア・マネジメント
キャリアの変遷・展望など、大学教員の初期キャリア段

階（任期付・ポスドク含む）の関心や課題について意見を
交換しました。

　＜話題提供者＞
　　吉田 美穂（弘前大学）
　　高橋 靖幸（新潟県立大学）
　＜司会＞
　　金南 咲季（椙山女学園大学）

オンラインでの開催ということもあり、当日はラウンド
テーブルⅠでは92名（教育部関係者4名含む）、ラウンド
テーブルⅡでは42名（教育部関係者3名含む）と、参加者
数は計134名にのぼり（一部重複でカウントしている可能
性あり）、大盛況でした。皆様方のご参加とご協力に教育
部一同、お礼を申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　（前教育部長：内田　良）

第73回大会プログラムの変更（発表取消等）
発表取り消し
Ⅳ－１部会

臨時休校における保護者の対応について
小西凌（三重大学大学院）

オンデマンド報告
エスニシティをめぐる交渉と多文化共生
―「ルーツ」と名前の尊重に注目して―
長江侑紀（東京大学大学院）

総会での決定事項　

2020学会年度日本教育社会学会総会は、2021年9月11
日 （土） （13時10分～ 14時00分）、オンライン開催により
行われました。議長に東京大学の本田由紀会員が選出され
たあと、同氏の進行により、事務局および各種委員会・各
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およびそれを反映させるための各部・委員会との調整にか
かわる職務 
3. ダイバーシティ推進のために、様々な情報を収集し、
広報する職務
4. 本学会のダイバーシティ推進にかかわるその他の職務

Ⅶ．各委員会について
（新設）
5. 倫理委員会は次の職務を行う。
1. 学会および会員の倫理に関する相談ならびに啓発その
他の職務 

Ⅷ．本内規の改正について
2021年9月11日改正

日本教育社会学会倫理委員会規程
第1条（目的） 

本「倫理委員会」（以下、「委員会」と称する）は、「日
本教育社会学会倫理規程」に基づき設置されるものであ
る。委員会は、会員に対して研究・教育・学会活動等にお
ける倫理にかかわる啓発を行うとともに、個別の倫理的な
問題に関する学会への申立てや質問、相談を受け付け、学
会としての対応について協議する。 
第2条（委員会の公平性・公正性） 

委員会には、人間の尊厳を尊重することおよび公平性・
公正性・公共性などの社会規範に基づき判断を行うことが
要請される。
第3条（委員会構成）
1 委員会は5名以内で構成される。 
2 委員長は、会長が理事の中から指名し、理事会の選任決
議を経て、委嘱される。 
3 委員長は、委員の多様性に配慮し、会員から4名以内の
委員を選出し、うち１名を副委員長とする。 
4 委員会は、理事会の承認を得て発足する。 
5 委員長は、委員会を主宰する。副委員長は、委員長を補
佐するとともに、委員長に事故あるとき、あるいは、委員
長に対する申し立て等の際には、委員長に代わって委員会
を主宰する。 
6 委員の任期は、理事の任期と同期間とする。ただし、委
員の再任は妨げない。 
7 委員長は、必要に応じて理事会の承認のもとで、弁護士
その他の非会員の専門家を臨時委員として選出することが
できる。
第4条（職務）
1 委員会は、「日本教育社会学会研究倫理宣言」「日本教育
社会学会倫理規程」等の内容について、広く会員への周知
と啓発に努める。 
2 委員会は、会員の研究・教育・学会活動等における倫理
的な問題に関する学会への質問と相談を受け付け、「日本
教育社会学会研究倫理宣言」「日本教育社会学会倫理規程」

志水次期会長より、次期監査について、浜野隆会員、井
上義和会員を推挙することが提案され、承認されました。

　　　　　　　　　　　　　　（前事務局長：天童睦子)

日本教育社会学会会則および運営内規等の改正について
2021年9月11日に開催された2020学会年度総会におい

て、下記の会則等改正が承認され、施行が決定したことを
報告します。

会則（抜粋　改正箇所）
改正後
第14条　
１．本会の会務を執行するため事務局を設け、会務の執行
を統括するために事務局長1名、事務局次長1名を置く。 
２. 事務局には次の部を置く。 
1. 企画部 2. 会計部 3. 広報部 4. 年次研究大会支援部 5. 会
員管理部 6. 教育部 7. ダイバーシティ推進部

第15条 
1.　本会には次の委員会を置き、各委員会は各号に定める
業務を行う。 
1. 編集委員会　機関誌の編集・刊行 
2. 研究委員会　会員の研究活動に資する活動および課題研
究の構成等 
3. 国際委員会　学会の国際化に資する活動および国際交流
活動等 
4. 学会賞選考委員会　日本教育社会学会奨励賞各賞の選考 
5. 倫理委員会　学会および会員の倫理に関する相談ならび
に啓発等

（新設）
第18条 
1. 倫理委員会には、委員長1名、副委員長1名を置く。 
2. 倫理委員会の委員長は、会長が理事の中から指名し、　
理事会の選任決議を経て、これを委嘱する。
3. 委員長を除く倫理委員会の構成は、倫理委員会規程に
より定める。
4. 倫理委員会の各員の任期はいずれも2学会年度とする。

第34条
15. 変更後の本会則は2021年9月11日から施行する。

運営内規（抜粋　改正箇所）
Ⅵ．事務局について

（新設）
8. ダイバーシティ推進部は次の職務を行う。
1. 人 文 社 会 科 学 系 学 協 会 男 女 共 同 参 画 推 進 連 絡 会

（Gender Equality Association for Humanities and Social 
Sciences: GEAHSS）との連絡・調整にかかわる職務
2. ダイバーシティに配慮した学会運営の方向性の決定、
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一般会員会費（当年度分）納入額は12,870,000円で、納
入者は1,170名でした。納入者は前年度より11名減少しま
した（2019年度は1,181名）。納入率は91.6％（2021年7月
末時点の一般会員数1278名）でした（昨年度の正会員の
納入率は92.3％）。一般会員会費（過年度分）の納入は64
件分（過年度分について1人の会員が複数年度を支払っ
ている場合があるため、件数で表記）、前年度は53件分で
あったので11件分増加しました。

院生会員会費（当年度分）納入額は1,211,000円で、納
入者は173名でした。納入者は前年度より4名増加しまし
た（2019年度は169名）。納入率は96.7％（2021年7月末
時点の院生会員数179名）でした。院生会員会費（過年度
分）の納入は4件分で、前年度は4件分であったので増減
はありませんでした。

留学生会員会費（当年度分）納入額は115,500円で、納
入者は21名でした。納入者は前年度と比べて増減はあり
ませんでした （2019年度は21名）。納入率は65.6%（2021
年7月末時点の留学生会員数32名）でした。留学生会員会
費（過年度分）は納入が1件分で、前年度は0件分であっ
たので、1件分増加しました。 

団体会員会費は1団体から納入がありました。広告収入
は予算に比べて200,000円減となりました。雑収入は、前
年度に仮払いの形で支出した大会補助費、編集委員会、研
究委員会、学会賞選考委員会、国際委員会の経費に残金

（ そ れ ぞ れ448,713円、191,865円、148,130円、344,292円、
300,000円）が発生し、それを学会収入として回収したも
の、ならびに利息となっています。また今回、「教育社会
学事典」の印税の入金241,870 円がありました。

1.1.3 支出について
編集委員会経費、研究委員会経費、学会賞選考委員会経

費、国際委員会経費の全額は、各部、委員会に仮払いの形
で予算通りの額を支出しました。なお、2020年度予算に
おいては、ホームページリニューアル経費のための予算を
別途計上しており、予算の健全化という観点から、各部、
委員会の経費については、100,000円削減した額を配分し
ました。加えて、編集委員会については、ウェブ投稿シス
テムの構築のための追加予算として、150,000円の配分を
行いました。大会補助費については、2020年度も前年度
と同様にオンラインでの大会実施ではあるものの、通常の
予算措置となりました。

紀要刊行費は予算を352,208円下回りました。ブリテ
ン刊行費は、予算を11,064円下回りました。オンライン
ジャーナル化費は、予算を87,600円下回りました。2020年
度予算において、ホームページリニューアル経費として、
1,700,000円の予算を計上しました。これは、学会のウェブ
サイト更新のために、2020年度予算で新規に立てたもの
であり、予算を500円下回りました。理事選挙費は、昨年
度と今年度でおおむね半額ずつを支出することになってい
ますが、決算額については予算を287,940円下回りました。
この理由は、理事選挙に関してオンラインでの実施を推進
したことにより、郵送等の必要経費が削減されたためで
す。交通費は、予算を2,000,000円下回りました。これは、

等に基づき、学会としての対応について協議する。 
3 委員会は、個別の案件ごとに必要に応じて第6条に規定
する調査委員会を設置し、意見を求めることができる。 
4 委員会は、学会に寄せられた質問と相談に関する協議結
果を理事会に報告し、質問・相談に対する学会としての回
答・通知等を行う。 
5 委員会は、「日本教育社会学会研究倫理宣言」「日本教育
社会学会倫理規程」等の内容を必要に応じて見直し、検討
結果を理事会に報告する。
第5条（申立てとそれへの対応） 
1 申立人は、会員であることを問わない。また、その申立
ては、正副委員長が受け付け、第4条の規程に基づき委員
会において協議される。 
2 虚偽の申立ては、倫理的な問題として調査の対象とな
る。 
3 学会および委員会は、申立人が申立てを理由として不利
益を受けることがないよう、十分に配慮しなければならな
い。
第6条（調査委員会） 
1 委員長は、委員会の協議にもとづき、調査委員長および
若干名の調査委員を選出する。会員以外から調査委員を選
出することは妨げない。 
2 調査委員長および調査委員の任期は、当該の申立てに関
する対応が終了するまでの期間とする。 
3 調査委員会は、「日本教育社会学会倫理規程」に基づき、
関係事項の調査を行い、その結果を速やかに委員会に報告
する。
第7条（守秘義務） 
委員会および調査委員会において調査、審理、審議に関
わった者は、何人もそこで得た情報を他に漏らしてはなら
ない。

（附則）
本規程は2021年9月11日から施行する。 
本規程の改訂は、理事会の議を経るものとする。

2020会計年度決算・2021会計年度予算について
1．2020年度決算について
1.1 一般会計決算
1.1.1 概要

2020学会年度（2020年8月～ 2021年7月末）は、当期収
入合計が予算を34,397円上回りました。また当期支出合計
は、予算額を3,908,693円下回りました。そのため、次年
度繰越金は、予算を3,943,090円上回りました。

決算全体としては、当期収入は若干予算を上回り、支出
は大幅に予算を下回ることとなりました。このため、全体
として当期収入は当期支出を225万円上回り、昨年度に続
き、単年度での黒字決算となりました。

1.1.2 収入について
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分の1にして毎年計上しています。
理事会・事務局経費は前年度と比して38万5千円減額し

ました。交通費は、オンライン会議の定着状況を踏まえ
て、今年度より50万円減額しました。会議会合費の予算
額は、オンライン会議の定着状況を踏まえて、前年度よ
り11万5千円減額しました。事務アルバイト費は、前年度
と同額としました。事務委託費は、HPリニューアルに付
随して追加的に発生する更新費用22万円分増額しました。
通信費と消耗品費は、前年度と同額としました。事務局事
業費も、前年度と同額としました。事務局事業費には、倫
理委員会事業費を含みます。会費支出は、人文社会科学系
学協会男女共同参画連絡会（GEAHSS）への年会費支払い
があらたに発生したことから、1万円分増額しました。予
備費は前年度と同額としました。それ以外の費目について
も、前年度と同額としました。

編集委員会経費は、10万円増額し前年度の削減分を回
復しました。ただし、前年度措置した15万円分のオンラ
イン投稿化経費15万円分が不要となるため、差し引き5万
円の減額としました。研究委員会経費は、10万円増額し
前年度の削減分を回復しました。国際委員会は、10万円
増額し前年度の削減分を回復しました。学会賞選考委員会
経費は、10万円増額し前年度の削減分を回復しました。

2.2 特別会計予算
特別会計については、歳入には1000円の雑収入を計上

し、歳出は予定しておらず次期繰越予定金は16,628,017円
としました。

　　　　　　　　　　　　　　（前会計部長：島　一則）

理事会や常務会、各委員会においては、コロナ禍の影響で
移動の制限が生じたことが原因です。会議会合費は、予算
を250,000円下回りました。事務アルバイト費は、予算を
15,200円下回りました。事務委託費は、委託先のタマタイ
プ社・チェロトーン社・ガリレオ社に支払ったもので、予
算を166,862円上回りました。

印 刷 費 は、 予 算 を118,922円 下 回 り ま し た。 通 信 費
は、予算を262,760円下回りました。消耗品費は、予算を
218,753円下回りました。資料保管料は、予算を3,376円下
回りました。事務局事業費は、予算を500,000円下回りま
した。2018年度までは、3月に実施していた若手研究セミ
ナーに必要な経費がこちらから支払われてましたが、2020
年度からは新たな形での若手研究セミナーが実施されるよ
うにはなり、かつオンラインでの実施であったため、予算
が使われなかったことが要因の一つです。会費支出は、人
文社会科学系学協会男女共同参画連絡会（GEAHSS）の会
費を予算通り支出しました。雑費は、予算を82,768円上回
りました。予備費は、支出がありませんでした。

1.2 特別会計決算
本学会の特別会計として、ゆうちょ銀行に1,469,501円、

三菱UFJ銀行に7,576,936円、三井住友銀行に7,580,580円
の財産があります。

2018年度会計において、定期預金口座2口（7,576,165
円、7,579,808円）を特別会計に移動させ、学会運営の安定
化と学会活動の活性化を図るための会計上の条件整備を図
ることを目的とする資金配置の移動を行い、学会運営基本
金がそれに該当します。それ以外を、研究奨励・学会活動
活性化基金としています。

2．2021年度予算について
2.1 一般会計予算
2.1.1 概要

単年度で基本的に均衡予算とするために、全体として緊
縮財政をとりました。

2.1.2 収入
会費収入（当年度分）は例年通り、過去三年間の会費納

入率を勘案しながら、算定しました。納入率は、各区分
に対して、過去3年平均を用いて算出しました。広告収入
は、過去三年の平均値をもとにしながら、49万円で算出
しています。雑収入も、過去三年の平均値をもとにしなが
ら、137万円で算出しました。

2.1.3 支出
大会補助費については前年度と同額としました。紀要刊

行費は、今後刊行される予定の紀要に掲載される論文数に
もよりますが、前年度と同額とし、560万円を計上しまし
た。ブリテン刊行費は、前年度と同額とし、20万円を計
上しました。オンラインジャーナル化費については前年度
と同額とし、40万円を計上しました。理事選挙費も同様
としました。なお、理事選挙は隔年実施ですが、予算額を
安定させるために、一度の選挙にかかる費用をおおよそ2



日日本本教教育育社社会会学学会会
一一　　般般　　会会　　計計　　収収　　支支　　計計　　算算　　書書

                                 （2020年 8月 1日　～　2021年 7月 31日） （単位 ： 円）

科科　　　　　　　　　　　　　　目目 予予算算額額 決決算算額額 差差額額 備備考考

一一般般会会員員会会費費（（当当年年度度）） 1122,,779933,,000000 1122,,887700,,000000 77,000

院院生生会会員員会会費費((当当年年度度)) 11,,007788,,000000 11,,221111,,000000 133,000

留留学学生生会会員員会会費費((当当年年度度)) 113322,,000000 111155,,550000 -16,500

一一般般会会員員会会費費((過過年年度度)) 770044,,000000 669922,,550000 -11,500

院院生生会会員員会会費費((過過年年度度)) 5566,,000000 2288,,000000 -28,000

留留学学生生会会員員会会費費((過過年年度度)) 00 55,,550000 5,500

団団体体会会員員会会費費 1111,,000000 1111,,000000 0

広広告告収収入入 556600,,000000 336600,,000000 -200,000

雑雑収収入入 11,,660000,,000000 11,,667744,,889977 74,897

当当期期収収入入合合計計 1166,,993344,,000000 1166,,996688,,339977 34,397

前前期期繰繰越越金金 55,,885500,,449944 55,,885500,,449944 0

収収　　入入　　合合　　計計 2222,,778844,,449944 2222,,881188,,889911 3344,,339977

大大会会補補助助費費 11,,332255,,000000 11,,332255,,000000 00

   大会準備費 1,200,000 1,200,000 0

   院生等参加支援費 125,000 125,000 0

紀紀要要刊刊行行費費 55,,660000,,000000 55,,224477,,779922 --335522,,220088

ブブリリテテンン刊刊行行費費 220000,,000000 118888,,993366 --1111,,006644

オオンンラライインンジジャャーーナナルル化化費費 440000,,000000 331122,,440000 --8877,,660000

ホホーームムペペーージジリリニニュューーアアルル経経費費 11,,770000,,000000 11,,669999,,550000 --550000

理理事事選選挙挙費費 335500,,000000 6622,,006600 --228877,,994400

理理事事会会・・事事務務局局経経費費 77,,660000,,000000 44,,448800,,661199 --33,,111199,,338811

   交通費 2,000,000 0 -2,000,000

   会議会合費 250,000 0 -250,000

   事務アルバイト費 20,000 4,800 -15,200

   事務委託費 3,200,000 3,366,862 166,862

   印刷費 200,000 81,078 -118,922

   通信費 1,000,000 737,240 -262,760

   消耗品費 250,000 31,247 -218,753

   資料保管料 70,000 66,624 -3,376

   事務局事業費 500,000 0 -500,000

　 会費支出 10,000 10,000 0

   雑費 100,000 182,768 82,768

編編集集委委員員会会経経費費 330000,,000000 330000,,000000 00

研研究究委委員員会会経経費費 550000,,000000 550000,,000000 00

学学会会賞賞選選考考委委員員会会経経費費 440000,,000000 440000,,000000 00

国国際際委委員員会会経経費費 220000,,000000 220000,,000000 00

予予備備費費 5500,,000000 00 --5500,,000000

当当期期支支出出合合計計 1188,,662255,,000000 1144,,771166,,330077 --33,,990088,,669933

次次期期繰繰越越予予定定金金 44,,115599,,449944 88,,110022,,558844 33,,994433,,009900

支支　　出出　　合合　　計計 2222,,778844,,449944 2222,,881188,,889911 3344,,339977
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（2020年 8月 1日　～　2021年 7月 31日）

（単位 ： 円）

科科　　　　目目 予予算算額額 決決算算額額 差差額額 備備考考

雑雑収収入入　　※※11 11,,000000 227711 --772299

当当期期収収入入合合計計 11,,000000 227711 --772299

前前期期繰繰越越金金 1166,,662266,,774466 1166,,662266,,774466 00

収収　　入入　　合合　　計計 1166,,662277,,774466 1166,,662277,,001177 --772299

科科　　　　目目 予予算算額額 決決算算額額 差差額額 備備考考

次次期期繰繰越越予予定定金金 1166,,662277,,774466 1166,,662277,,001177 --772299

支支　　出出　　合合　　計計 1166,,662277,,774466 1166,,662277,,001177 --772299

※1　学会運営基本金 256円、研究奨励・学会活動活性化基金 15円

日日本本教教育育社社会会学学会会

特特　　別別　　会会　　計計　　収収　　支支　　計計　　算算　　書書

2021年 12月

12



日日本本教教育育社社会会学学会会
一一　　般般　　会会　　計計　　予予　　算算　　書書

（2021　年　8　月　1　日　～　2022　年　7　月　31　日）

（単位 ： 円）

科科　　　　　　　　　　　　　　　　目目 22002200年年度度決決算算 22002211年年度度予予算算案案 差差異異 備備考考

一一般般会会員員会会費費（（当当年年度度）） 1122,,887700,,000000 1122,,888811,,000000 11,000 過去3年の納付率より算出

院院生生会会員員会会費費((当当年年度度)) 11,,221111,,000000 11,,119900,,000000 -21,000 過去3年の納付率より算出

留留学学生生会会員員会会費費((当当年年度度)) 111155,,550000 113322,,000000 16,500 過去3年の納付率より算出

一一般般会会員員会会費費((過過年年度度)) 669922,,550000 667700,,000000 -22,500 過去3年間の平均をもとに計算

院院生生会会員員会会費費((過過年年度度)) 2288,,000000 4400,,000000 12,000 過去3年間の平均をもとに計算

留留学学生生会会員員会会費費((過過年年度度)) 55,,550000 55,,550000 0 過去3年間の平均をもとに計算

団団体体会会員員会会費費 1111,,000000 1111,,000000 0 過去3年間の平均をもとに計算

広広告告収収入入 336600,,000000 449900,,000000 130,000 過去3年間の平均をもとに計算

雑雑収収入入 11,,667744,,889977 11,,337700,,000000 -304,897 過去3年間の平均をもとに計算

当当期期収収入入合合計計 1166,,996688,,339977 1166,,778899,,550000 -178,897

前前期期繰繰越越金金 55,,885500,,449944 88,,110022,,558844 2,252,090

収収　　入入　　合合　　計計 2222,,881188,,889911 2244,,889922,,008844 22,,007733,,119933

※会員による年度中の払い込み以外に、前年度決算における『前受会費』中の『2021年度会費前受金』部分が期首に収入として繰り込まれる。

大大会会補補助助費費 11,,332255,,000000 11,,332255,,000000 00

   大会準備費 1,200,000 1,200,000 0

   院生等参加支援費 125,000 125,000 0

紀紀要要刊刊行行費費 55,,224477,,779922 55,,660000,,000000 335522,,220088

ブブリリテテンン刊刊行行費費 118888,,993366 220000,,000000 1111,,006644

オオンンラライインンジジャャーーナナルル化化費費 331122,,440000 440000,,000000 8877,,660000

ホホーームムペペーージジリリニニュューーアアルル経経費費 11,,669999,,550000 00 --11,,669999,,550000

理理事事選選挙挙費費 6622,,006600 335500,,000000 228877,,994400

理理事事会会・・事事務務局局経経費費 44,,448800,,661199 77,,221155,,000000 22,,773344,,338811

   交通費 0 1,500,000 1,500,000

   会議会合費 0 135,000 135,000

   事務アルバイト費 4,800 20,000 15,200

   事務委託費 3,366,862 3,420,000 53,138

   印刷費 81,078 200,000 118,922

   通信費 737,240 1,000,000 262,760

   消耗品費 31,247 250,000 218,753

   資料保管料 66,624 70,000 3,376

   事務局事業費 0 500,000 500,000

　 会費支出 10,000 20,000 10,000

   雑費 182,768 100,000 -82,768

編編集集委委員員会会経経費費 330000,,000000 225500,,000000 --5500,,000000

研研究究委委員員会会経経費費 550000,,000000 660000,,000000 110000,,000000

学学会会賞賞選選考考委委員員会会経経費費 440000,,000000 550000,,000000 110000,,000000

国国際際委委員員会会経経費費 220000,,000000 330000,,000000 110000,,000000

予予備備費費 00 5500,,000000 5500,,000000

当当期期支支出出合合計計 1144,,771166,,330077 1166,,779900,,000000 22,,007733,,669933

次次期期繰繰越越予予定定金金 88,,110022,,558844 88,,110022,,008844 --550000

支支　　出出　　合合　　計計 2222,,881188,,889911 2244,,889922,,008844 22,,007733,,119933

日日本本教教育育社社会会学学会会
特特　　別別　　会会　　計計　　予予　　算算　　書書

（2021　年　8　月　1　日　～　2022　年　7　月　31　日）

（単位 ： 円）

科科目目 金金額額 備備考考

雑雑収収入入 11,,000000

当当期期収収入入合合計計 11,,000000

前前期期繰繰越越金金 1166,,662277,,001177

収収　　入入　　合合　　計計 1166,,662288,,001177

科科目目 金金額額 備備考考

次次期期繰繰越越予予定定金金 1166,,662288,,001177

支支　　出出　　合合　　計計 1166,,662288,,001177

①学会運営基本金
②研究奨励・学会活動活性化基金

歳入

歳出
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2021年 12月
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活用ください。
　　　　　　　　　　　　　　　（広報部長：天童睦子）

会員管理部からのお知らせ
1.異動にともなう会員情報の更新について

現在、下記の正会員区分による学会年度会費の納入制度
となっております。

一般会員　　　　11,000円
院生会員　　　　 7,000円
留学生会員　　　 5,500円

（詳しくは学会HPの「学会のことを知りたい　入会し
たい」-「入会案内」-「学会情報変更と退会はこちら」のペー
ジにある「会員情報の変更について」をご覧ください）

会員区分は「会員情報管理システム〈SOLTI〉」の情
報に従って設定されますので、就職、異動、所属変更な
ど、会員情報に変更があった方は、学会ホームページから

〈SOLTI〉にアクセスして会員情報の更新をお願いいたし
ます。

2.会費納入時期と投稿・大会発表資格について
本学会運営内規により、学会機関誌への投稿、および

年次研究大会での発表には、その年の4月末日までに会費
（4月末日時点の年度の会費）を納入していることが資格
要件となっています。これまでも会費の納入が遅れ資格を
失うケースが見られましたので、改めてご確認ください。

新入会員も、他の会員と同様、4月末日までに入会の手
続き（会費の振込と入会申込）をしなければ、大会発表資
格を得られませんのでご注意ください。なお、新入会員が
学会機関誌に投稿する場合は、従前のとおり、学会機関誌
の投稿締切日までにHP上より入会申込するとともに、会
費を納入していることが要件となります。

3.【SOLTI】所属先(英語)情報の入力のお願い
会員情報システム〈SOLTI〉に英語にて所属先（所属機

関・学部（事業所）、学科（部署）、役職）を入力する欄が
追加されました。これは学会の国際化の一環として英語に
よる会員情報を整備するものですので、会員の皆さまにお
かれましては是非とも情報の入力をお願い申し上げます。

4.会員検索システムのご案内
日本教育社会学会では、会員情報を「オンライン名簿」

で検索することができます。学会ホームページから「会員
検索システム」にアクセスしてご利用ください。先にお知
らせしましたように、自宅住所・電話番号を検索したい場
合も、同システムをご利用ください（ただし、自宅住所・
電話番号を検索できるのは、これらの情報を開示するよう
設定している会員に限ります）。

5.自然災害等による被災者減免措置について
日本教育社会学会では、自然災害等による被災者減免措

会計部からのお知らせ
1．年会費納入について

会員のみなさまには、2021年度の年会費の請求書をお
届けしております。納入手続きがまだの方は、早期の納入
をお願いします。一般会員（年会費：11,000円）、院生会
員（同：7,000 円）、留学生会員（同：5,500円）の区分と
なります。お届けしている振込用紙には、会員区分に応じ
た金額が印刷されております。そのままご利用ください。
<年会費振込先>

郵便振込口座 00100-7-278708 口座名義人（加入者名）日
本教育社会学会

2．年会費の「オンライン決済（カード払い）」の導入につ
いて

2018年度より年会費のオンライン決済（クレジット
カード支払い）の導入が承認されています。2021年度の請
求は郵送においてすでになされていますが、学会ウェブサ
イトに設置された「年会費オンライン決済」（英語サイト
では「Annual Membership Fees Online PaymentSystem」）
のボタンから、オンラインシステムを用いてカードでの支
払い手続きを行うことも可能です。なお、年会費支払いの
方法を全面的にオンラインシステムに変更するものではな
く、これまでの振込支払いとの併用（各会員の選択による
利用）となります。

3．年会費の「請求書・領収書等のオンライン発行機能」
について

2018年度より、「請求書・領収書等のオンライン発行機
能」も導入しています。学会ウェブサイトの「会員情報シ
ステム」にログインした後、「年度別に会費を照会する」
から請求書・領収書等をダウンロードできるようになって
います。ご利用ください。

　　　　　　　　　　　　　　　（会計部長：相澤真一）

広報部からのお知らせ
1．発表要旨集録の掲載について

2021年9月11日（土）・12日（日）にオンラインで開催
した第73回大会の発表要旨集録を学会ウェブサイトに掲
載いたしました。ウェブサイトトップページの上部にある

「大会案内」から「大会一覧」とお進みいただくか、トッ
プページ中段の目的別バナー「大会に参加したい　過去の
大会のことを知りたい」から「大会情報（次回・過去）」
をお選びいただき、各大会関連のページにお進みいただき
ますとダウンロードできます。ご活用ください。

2．『教育社会学研究』のJ-STAGEへの登載・公開状況に
ついて

2021年7月10日に、第105 集に掲載された論文及び書評
が登載・公開されました。こちらにつきましても、ぜひご
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学会賞選考委員会からのお知らせ
第9回 <著書の部>（2020学会年度）選考結果

日本教育社会学会第9回奨励賞（著書の部）（2020学会
年度）の選考が終了し、オンラインで開催されました日本
教育社会学会第73回大会（2021年9月11日）において授
賞式が執り行われました。会員諸氏にご報告申し上げま
す。受賞作は、以下の著書です。

2020学会年度 第9回奨励賞（著書の部） 
多喜弘文氏 『学校教育と不平等の比較社会学』 2020年、

ミネルヴァ書房、272頁

第10回 <論文の部>（2021学会年度）募集について
10月15日に第一回会合が開催され、学会奨励賞の要綱・

内規・今後のスケジュール、検討を要する諸事項につい
て、議論しました。

本学会年度の学会奨励賞は、2020年1月1日から2021年
12月31日までに発行された論文が対象となります。自薦・
他薦の内容については、以下の通りです。HPにも情報を
掲載しておりますので、ご覧ください。

■日本教育社会学会奨励賞要綱

1．（名称）
　　賞の名称を、「日本教育社会学会奨励賞」とする。

2．（対象）
　　賞の対象を、本会の若手の会員が発表した教育社会

　　　学の顕著な研究業績とする。
　　「若手の会員」とは、選考の対象となる研究業績が

　　　発表された時点で、40歳未満あるいは大学院生で
　　　あった者のことをいう。
3．（部門）

　　賞は、「論文の部」と「著書の部」からなるものと
　　　する。
4．（選考）

　⑴　賞の選考は、日本教育社会学会学会賞選考委員会
　　　（以下、選考委員会）が行い、選考結果を会長に報
　　　告する。

　⑵　賞の選考は、2年間を単位として、この間に発表
　　　され、かつ、会員から自薦・他薦のあった研究業績
　　　を対象に行う。

　⑶　会員が自薦および他薦できる研究業績は、各部門
　　　ごとに、自薦・他薦合わせて、会員一人あたり1点
　　　とする。

　⑷ 　「論文の部」において自薦・他薦できる研究業績
　　　は、若手の会員が、『教育社会学研究』および日本
　　　国内外の学協会誌もしくはこれに準ずるものに個人
　　　名で発表し、掲載された和文あるいは英文の教育社
　　　会学研究論文とする。

　⑸ 「著書の部」において自薦・他薦できる研究業績は、
　　　若手の会員が、日本国内外において個人名で刊行し

置を行なっております。学会事務局までご相談ください。
　　　　　　　　　　　　（前会員管理部長：白松　賢）

ダイバーシティ推進部からのお知らせ
ダイバーシティ推進部は、2021年9月に新設されました。

GEAHSS（人文社会科学系学協会男 女共同参画推進連絡
会）との連携、ダイバーシティに配慮した学会の方向性の
決定、その決定を反映させるための各部署・委員会との調
整、ダイバーシティを推進するための情報の収集と広報を
行います。ジェンダーやセクシュアリティ（LGBTQ）を
はじめ、国籍・エスニシティ、障害といった様々な多様性
を学会で考えていく部です。各部から代表が集まり、各部
の取り組みをダイバーシティの観点から検証し、学会の多
様性を高め、平等を推進していくことをめざします。会員
の皆様からのご意見も頂戴しながら取り組みを進めていき
たいと考えています。手探りの状態で始まったダイバーシ
ティ推進部ですが、今後どうぞよろしくお願い申し上げま
す。

　　　　　　　　（ダイバーシティ推進部長：若槻　健）

研究委員会からのお知らせ
テーマ部会のテーマの募集について
第74回大会（日本女子大学）テーマ部会のテーマを募集
します。
以下の事項を記載した「提案書」（書式自由）を下記送付
先までお送りください。

①氏名、所属、連絡先（住所、電話番号、メールアドレス）
②テーマ
③テーマ設定の趣旨（600 ～ 800字程度）
④テーマを示すキーワード（3個程度）

　・送付先：酒井　朗（研究委員長：上智大学）
　　E-mail：akirasakai@sophia.ac.jp
　・締切：2022年3月5日（土）
　・メールの件名に「テーマ部会提案書」とお書きください。

ご提案をもとに研究委員会にてテーマの仮決定をし、学
会ホームページと5月ブリテンにて公表します。その上で
発表申し込みを受け付け、部会が成立するだけの申し込み
があった場合に「テーマ部会」として確定します。

みなさまからのご応募をお待ちしております。お問い合
わせは、上記メールアドレスまでお願いします。

　　　　　　　　　　　　　　（研究委員長：酒井　朗）
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Ⅱ　書類の送付先、締め切り
推薦（自薦・他薦）の必要書類は、下記あて、郵送（宅

配便も可）してください。 

　郵便番号606-8501
　京都市左京区吉田二本松町　京都大学大学院人間・環

　　境学研究科
　日本教育社会学会　学会賞選考委員会事務局　　倉石

　　一郎　研究室気付
　締め切り　2022年3月7日（月）（必着）受理次第、電

子メールにてその旨連絡します。 

Ⅲ   推薦の要件等について 
　　候補業績の推薦は、「日本教育社会学会奨励賞要綱」　
　　をご熟読の上、お願いします。
　　その要点は次のとおりです。（「要綱」は学会ホーム　
　　ページにも掲載しています。）

① （対象）    賞の対象は、本会の若手の会員が発表した
教育社会学の顕著な研究業績です。

　　「若手の会員」とは、選考の対象となる研究業績が
　　　発表された時点で、40歳末満あるいは大学院生で
　　　あり、かつ会員であった者を指します。

②（部門）   賞は、「論文の部」と「著書の部」からなり
ます。

③（選考） 
　・賞の選考は、2年間を単位として、この間に発表さ

　　　れ、かつ、会員から自薦・他薦のあった研究業績を
　　　対象に行います。

　・今回の選考は、2020年1月1日から2021年12月31
　　　日までに発行されたものを対象とします。 

　・会員が自薦および他薦できる研究業績は、各部門ご
　　　とに、自薦・他薦合わせて、会員一人あたり1点です。 

　・「論文の部」において自薦・他薦できる研究業績は、
　　　若手の会員が、『教育社会学研究』および日本国内
　　　外の学協会誌もしくはこれに準ずるものに個人名で
　　　発表し、掲載された和文あるいは英文の教育社会学
　　　研究論文です。単著論文に限定されます。

　　（『教育社会学研究』誌に掲載された投稿論文の場合
　　　は、掲載時に有資格者からすでに自薦票が提出され
　　　ておりますので、あらためて推薦票（自薦・他薦）
　　　をご提出いただく必要はありません。）

　・「著書の部」において自薦・他薦できる研究業績は、
　　　若手の会員が、日本国内外において個人名で刊行し
　　　た和文あるいは英文の教育社会学研究単著書です。

　・学会賞選考委員は、「推薦会員」となることはでき
　　　ません。 

④（授賞点数）
　・「論文の部」における授賞点数は、2年間で、2ない

　　　し3点程度です。
　・「著書の部」における授賞点数は、2年間で、原則

　　　として2ないし3点程度です。
　・賞の授与は、会員一人につき、「論文の部」「著書の

　　　部」のそれぞれについて1回を限度とします。

　　　た和文あるいは英文の教育社会学研究著書とする。
　⑹　自薦・他薦の方法および選考の方法については、

　　　選考委員会が別に定める。
5．（授賞点数）

　⑴　「論文の部」における授賞点数は、2年間で、2な
　　　いし3点程度とする。

　⑵　「著書の部」における授賞点数は、2年間で、原
　　　則として2ないし3点程度とする。

　⑶　賞の授与は、会員一人につき、「論文の部」「著書
　　　の部」のそれぞれについて1回を限度とする。
6．（賞の授与）

　⑴　賞の授与は、隔年の年次大会総会において行う。
　⑵　授賞は、表彰のみとする。

7．（選考委員会への委任）
　　この規定に定めるもののほか、必要な事項は、選考

　　　委員会が決定する。
8．（規定の改正）

　　本規定の改正については、理事会の議を経て、総会
　　　の承認を得るものとする。

   附記
         　　　　　　　　　　　平成15年9月22日施行

■日本教育社会学会奨励賞（論文の部）推薦（自薦・他
薦）について

日本教育社会学会奨励賞（2021学会年度）の候補業績
の推薦（自薦・他薦）を、次の要領で受け付けます。 「日
本教育社会学会奨励賞要綱」、「推薦（自薦・他薦）票」の
注意事項をお読みの上、ご推薦いただきますようお願い申
し上げます。

2021学会年度は「論文の部」の推薦となります。 

Ｉ　推薦（自薦・他薦）の必要書類等
①   推薦する業績 
　論文の部   掲載誌l冊および抜き刷り（コピー可）3部

　　　　　　　（平成2021学会年度募集）
　　　　　　ただし『教育社会学研究』掲載論文につい

　　　　　　　ては掲載誌・抜き刷りは不要です。
　著書の部  正本1および副本3（2021学会年度は該当

　　　　　　　しません。）
　　　　　　ただし副本については、コピーを製本した

　　　　　　　ものも可です。 
②   推薦（自薦・他薦）票   1部（2頁） 
　推薦票は、漏れなくご記入ください。 推薦票の様式

　　は、日本教育社会学会ホームページよりダウンロード
　　することができます。

　応募書類は返却いたしませんのでご了承ください。 

※【個人情報保護につきまして】
　推薦票に記載された情報に関しましては、学会賞選考

　　以外の目的で利用することはありません。
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事：若槻　健）

教育関連学会連絡協議会担当理事からのお知らせ
教育関連学会連絡協議会では、以下の公開シンポジウム

を開催します。ふるってご参加ください。

　日時：2022年3月12日（土）14：30-17：00（Zoomに
　　　　　よる開催）

　タイトル：「世界の高大接続の現状と課題」

　趣旨： 本シンポジウムでは、アメリカ、ヨーロッパ、
　　　　　東アジアの高大接続の現状と課題の多面性を比
　　　　　較するとともに、日本における高大接続の在り
　　　　　方を考える上での示唆を得ることを目的とする。

　登壇者：山田礼子（同志社大学教授）
　　　　　松浦良充（慶応大学教授）
　　　　　渡邉雅子（名古屋大学教授）
　　　　　南部広孝（京都大学教授）
　指定討論者：中村高康（東京大学教授）
　司会：吉田　文（早稲田大学教授）
　　　　（教育関連学会連絡協議会担当理事：志水宏吉）

社会調査協会担当理事からのお知らせ
一般社団法人社会調査協会の2020 ～ 21年度の活動およ

び動向について、その概略を報告します。
（1）2021年度の社会調査士・専門社会調査士科目に関

する科目認定の結果が、本年3月に発表されました。認定
数は、社会調査士科目が207大学・2,612科目、専門社会調
査士科目が63大学（院）・284科目、合計2,896科目（申請
2,912科目）でした。
（2）2020年度の資格認定の結果は、つぎの通りです。社

会調査士（6月認定）が2,258人、社会調査士キャンディデ
イトが2,454人（うち10月に認定が1,432人、12月に認定
が1,022人）、専門社会調査士（正規）が50人、専門社会
調査士（8条規定）が65人（申請は78人）、専門社会調査
士（キャンディデイト）が1人でした（申請者数が表記さ
れていないカテゴリーは認定者数と同じ）。社会調査士の
認定者数は2011年度をピークに減少傾向にありましたが、
2018年度の1,924人を底に増加に転じています。同（キャ
ンディデイト）も同様に過去5年は増加に転じ、とくに2020
年度は前年度に比べて483人の大幅な増加となりました。
（3）機関誌『社会と調査』を2号刊行しました。No.26

（2021年3月 刊 行 ） の 特 集 は「 企 業 組 織 を 調 査 す る 」、
No.27（9月刊行）の特集は「社会調査の再現可能性とデー
タ標準」です。同誌は出版元の京都通信社やamazonで購

⑤（賞の授与）
　　・賞の授与は、隔年の年次大会総会において行います。

Ⅳ　お問い合わせ先　（電子メールにてお願いします）
　　　副委員長　倉石一郎（京都大学大学院人間・環境

　　　　学研究科）
　　　電子メール　kurajakujr@yahoo.co.jp

＊自薦・他薦の応募用紙については、HPからダウンロー
ドしてご使用ください。

　締め切りは、2022年3月7日（月）となります。
　　　　　　　　　　（学会賞選考委員長：油布佐和子）

倫理委員会からのお知らせ
2021学会年度から倫理委員会が発足いたします。倫理

のガイドラインや委員会規程が決まり（学会HPにアップ
予定）、学会としても倫理のあり方や啓発活動に本格的に
取り組む予定です。よろしくお願いします。

なお、メンバーは、委員長・古賀正義（中央大学）、副
委員長・片岡栄美（駒澤大学）、委員・越智康詞（信州大
学）、森利枝（大学改革支援・学位授与機構）となります。

　　　　　　　　　　　　　　（倫理委員長：古賀正義）

人文社会科学系学協会男女共同参画
推進連絡会担当理事からのお知らせ
2021年9月27日、GEAHSS（人文社会科学系学協会男

女共同参画推進連絡会）４期運営委員会第２回（通算第8
回）が開催されました。2020年10月1日～ 2021年9月30
日までの活動報告・決算報告が行われ、今期より幹事学協
会と連携をとりながら活動を進めてきたこと、加盟学協会
との共催やアウトリーチ活動としてのシンポジウムが開催
されたこと、理系の男女共同参画学協会連絡会の委員長と
の会議を行い、人文社会科学系と理系とそれぞれ独自に活
動をしながらも、必要に応じて連携していくことが確認
されたこと、日本学術会議総合ジェンダー分科会との合
同委員会で今後の連携のあり方について確認されたこと、
科研費の公募審査区分に対してギース役員会としてパブ
リック・コメントを提出したことなどが報告されました。
また、ギース第5期（2021年10月1日～ 2022年9月30日）
の委員長を吉原雅子氏（日本哲学会）とし、副委員長を伊
藤公雄氏（日本社会学会）とすることが承認されました。
日本教育社会学会としては、学会事務局の中に様々なダイ
バーシティについて包括的に取り組んでいくダイバーシ
ティ推進部を設置し、ジェンダー平等について取り組んで
いくことを報告しました。
（人文社会科学系学協会男女共同参画推進連絡会担当理
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入できるほか、No.19以前のバックナンバーは社会調査協
会のホームページから一部の記事を除いて全文がダウン
ロードできます。
（4）2021年5月23日付けで、社会調査協会倫理規程が改

定されました。前文と10条から成り、全文が社会調査協
会のホームページで閲覧できます。
（5）地方自治体など外部から、社会調査の方法などに関

して助言を求められることが増えました。
（6）新型コロナ禍の影響で、イベント・セミナー・各種

委員会などのオンライン開催が進みました。財政状況は黒
字傾向ですが、委員会のオンライン化に伴い出張旅費が減
少したことなどやや特殊な事情が影響していますので、引
き続き注意深く運営を続けます。

　　　　　　　　　（社会調査協会担当理事：平沢和司）

法人化推進ワーキンググループからのお知らせ
本学会を現在の任意団体から一般社団法人に移行するこ

とが、2021年９月の総会において承認されました。その時
期は今後の総会にて改めて決定されますが、2023年８月
とする案が新旧会長のあいだで申し送りされました。これ
までの法人化検討ワーキンググループは、法人化推進ワー
キンググループに移行して法人化の準備をすすめます。こ
れまでの成果として、法人の定款案などを作成して公開し
ました。内部で検討を重ね、会員のパブリックコメントも
得ていますが、いわば素人の作品なので、今年度は外部の
専門家に確認を依頼して最終案をまとめる予定です。

会員各位の権利や活動には影響が及ばないように法人制
度を設計しましたが、変更点もあります。すべての会員を
法人の構成員（社員といいます）とすることが本来の姿か
と思われますが、法人の最高決定機関である社員総会の議
決は過半数の出席により行うとの法規定があり、学会が機
能しなくなる恐れがあります。それゆえ会員が選挙により
代議員を選出し、代議員が法人の構成員となって社員総会
の議決を行う間接民主制のような方式をとりました。

法人化に関する情報は学会ウェブサイトに公開していま
す（法人化資料の入口は中段の右下にあります）。ご質問
やご疑問には説明と対応をいたしますので、気軽にお寄せ
ください。どうぞよろしくお願いいたします。

　　　　（法人化推進ワーキンググループ長：塚原修一）

倫理ワーキンググループからのお知らせ
2019 ～ 2020学会年度にかけて、倫理ワーキンググルー

プは倫理委員会規程案を作成・検討してきましたが、大会
総会（2021年9月11日開催）にて日本教育社会学会倫理
委員会規程として承認されました。21学会年度から設置
されることになった倫理委員会の性格や運用方針が定めら
れています。

また日本教育社会学会倫理規程第10条２項に定められ
ている「日本教育社会学会倫理ガイドライン」案を作成
し、2021年8月18日～ 30日にかけて会員の皆様からのパ
ブリックコメントを募集しました。ご意見を寄せて下さっ
た会員の皆様には心よりお礼申し上げます。第３回理事会
に修正案を提示し、審議を経て、正式に「日本教育社会学
会倫理ガイドライン」が承認されました。この倫理ガイド
ラインは、倫理規程に即して研究や調査を進める上での現
代的な研究倫理の諸問題について具体的に説明していま
す。倫理ガイドラインは研究・調査や教育に活かしていた
だくことを目的としており、学会員の研究倫理の向上に資
することを目指すものです。

倫理ワーキンググループは2020学会年度をもって解散
し、運用は倫理委員会に引き継がれます。今後、これらの
規程にもとづきながら、学会全体の倫理の向上に向けて倫
理委員会が活動していくことになります。倫理規程や倫理
ガイドラインを倫理関連の諸課題の解決に、少しでも役立
てていただければ幸いです。

　　　　　　　（倫理ワーキンググループ長：片岡栄美）

2021-2022学会年度 理事・事務局・委員等の構成
１．理事（地区別・アイウエオ順）

【北海道】
小内透（札幌国際大学）／平沢和司（北海道大学）

【東北】
秋永雄一 （放送大学 宮城学習センター）／天童睦子（宮
城学院女子大学）／米澤彰純（東北大学）

【関東甲信越】
明石要一（千葉敬愛短期大学）／越智康詞（信州大学）／
小野奈生子（共栄大学）／北澤毅（立教大学名誉教授）／
高木誠一（国際武道大学）／西島央（青山学院大学）／二
宮祐（群馬大学）／間山広朗（神奈川大学）

【東京】
相澤真一(上智大学) ／秋葉昌樹（立教大学）／大多和直
樹（お茶の水女子大学）／菊地栄治（早稲田大学）／古賀
正義（中央大学）／酒井朗（上智大学）／中澤渉（立教大
学）／中村高康（東京大学）／額賀美紗子（東京大学）／
濱中淳子（早稲田大学）／本田由紀（東京大学）／牧野智
和（大妻女子大学）／油布佐和子（早稲田大学）

【中部】
伊藤彰浩（名古屋大学）／内田良（名古屋大学）／大内裕
和（中京大学）／片山悠樹（愛知教育大学）／長谷川哲也

（岐阜大学）
【近畿】
稲垣恭子（京都大学）／岩井八郎（京都大学）／児島明（同
志社大学）／志水宏吉（大阪大学）／園山大祐（大阪大学）
／竹内里欧（京都大学）／西田芳正（大阪府立大学）／原
清治（佛教大学）／山内乾史（神戸大学）／若槻健（関西
大学）

【中四国】
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尾川満宏（広島大学）／葛城浩一（香川大学）／小林信一
（広島大学）／作田良三（松山大学）／山田浩之（広島大学）
【九州】
江口潔（九州大学）／西本裕輝（琉球大学）／東野充成（九
州工業大学）／深堀聰子（九州大学）

【大会校理事】
藤田武志（日本女子大学）

２．事務局
【会長】
志水宏吉（大阪大学）

【事務局長】
大多和直樹（お茶の水女子大学）

【事務局次長】
濱中淳子（早稲田大学）

【事務局員】
武藤浩子（早稲田大学大学院）／元濱奈穂子（東京大学大
学院）／山口真美（大阪大学大学院）

【企画部】
部長：内田良（名古屋大学）
副部長：鶴田真紀（創価大学）

【会計部】
部長：相澤真一（上智大学）
副部長：小入羽秀敬（帝京大学）／小川和孝（東北大学）

【広報部】
部長：天童睦子（宮城学院女子大学）
副部長：立石慎治（筑波大学）

【年次研究大会支援部】
部長：西島央（青山学院大学）
副部長：日下田岳史（大正大学）／田村恵美（東京家政大学）

【会員管理部】
部長：児島明（同志社大学）
副部長：角替弘規（静岡県立大学）

【教育部】
部長：園山大祐（大阪大学）
副部長：知念渉（神田外語大学）／三浦綾希子（中京大学）
部員：数実浩佑（宝塚大学）／野村駿（秋田大学）／梅田
崇広（愛媛大学）／住野満稲子（明治大学）

【ダイバーシティ推進部】
部長：若槻健（関西大学：人文社会科学系学協会男女共同
参画推進連絡会担当理事）
副部長：額賀美紗子（東京大学：人文社会科学系学協会男
女共同参画推進連絡会担当理事）
部員：渋谷真樹（日本赤十字看護大学：研究委員会委員）
／古賀正義（中央大学：倫理委員会委員長）／西島央（青
山学院大学：大会支援部部長）／鶴田真紀（創価大学：企
画部副部長）

【法人化推進WG】
グループ長：塚原修一（関西国際大学）
副グループ長：佐藤香（東京大学）
グループメンバー：阿形健司（同志社大学）／稲永由紀*

（筑波大学）／小入羽秀敬*（帝京大学）

３．委員会等
【編集委員会】
委員長：山田浩之（広島大学）
副委員長：古田和久（新潟大学）／山田哲也（一橋大学）
委員：伊藤秀樹（東京学芸大学）／小方直幸（香川大学）
／鍛治致（大阪成蹊大学）／片山悠樹（愛知教育大学）／
加藤隆雄（南山大学）／加藤美帆（東京外国語大学）／木
村祐子（東京成徳大学）／葛城浩一（香川大学）／小針誠

（青山学院大学）／多喜弘文（法政大学）／坪田光平（職
業能力開発総合大学校）／徳永智子（筑波大学）／中西啓
喜（桃山学院大学）／広瀬裕子（専修大学）／藤原翔（東
京大学）／松田洋介（大東文化大学）／丸山和昭（名古屋
大学）／森一平（帝京大学）／保田時男（関西大学）／吉
田美穂（弘前大学）

【研究委員会】
委員長：酒井朗（上智大学）
副委員長：白松賢（愛媛大学）／朴澤泰男（国立教育政策
研究所）
委員：伊勢本大（松山大学）／粕谷圭佑（奈良教育大学）
／川口俊明（福岡教育大学）／越川葉子（東京未来大学）
／渋谷真樹（日本赤十字看護大学）／白川俊之（広島大
学）／都島梨紗（岡山県立大学）／元森絵里子（明治学院
大学）／浦田広朗*（桜美林大学）／眞鍋倫子*（中央大学）

【国際委員会】
委員長：深堀聰子（九州大学）
副委員長：杉本和弘（東北大学）／石川裕之（京都ノート
ルダム女子大学）
委員：尾川満宏（広島大学）／劉語霏（中國文化大學）

【学会賞選考委員会】
委員長：油布佐和子（早稲田大学）
副委員長：倉石一郎（京都大学）
委員：村澤昌崇（広島大学）／井上好人（金沢星稜大学）
／間山広朗（神奈川大学）／荒牧草平（日本女子大学）／
田中理絵（西南学院大学）／堀有喜衣（日本労働研究・研
修機構）／湯川やよい（愛知大学）

【倫理委員会】
委員長：古賀正義（中央大学）
副委員長：片岡栄美（駒澤大学）
委員：越智康詞（信州大学）／森利枝（大学改革支援・学
位授与機構）

【人文社会科学系学協会男女共同参画推進連絡会担当理事】
若槻健（関西大学）／額賀美紗子（東京大学）

【教育関連学会連絡協議会担当理事】
志水宏吉（大阪大学）

【社会調査協会担当理事】
平沢和司（北海道大学）

【大会校理事】
藤田武志（日本女子大学）

【監査】
浜野隆(お茶の水女子大学) ／井上義和(帝京大学)
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【評議員】
片瀬一男／近藤博之／笹原恵／濱名陽子／広田照幸／吉田文
以上、2021年9月12日　第１回2021・22学会年度理事会
までに承認されたもの。
*：その後、2021年11月28日理事会（メール審議）にて承
認されたもの（※編集委員は次号掲載）。

理事会の記録（抜粋）
2020学会年度第2回理事会（2021年6月5日：zoomオンラ
イン会議）
Ⅰ．報告
1．会長報告

吉田会長より、今期から次期への引継ぎ事項を含め議論
してほしい旨依頼があった。
2．事務局長報告

天童事務局長より、①東京大学社会科学研究所附属社会
調査・データアーカイブ研究センターを共同利用・共同研
究拠点とするための申請に対する賛同書の提出、②日本学
術会議のアンケートへの回答等についての報告があった。
3．各部・委員会報告
1）企画部報告

中澤企画部長より、⑴ダイバーシティ推進部設置案に関
する検討状況、⑵各部・委員会に学会運営・業務に関する
調査を行った旨の報告があった。
2）会計部報告

島会計部長より、2020学会年度第三四半期（4月末）の
状況とガリレオからの事務委託費請求について報告があっ
た。また交通費の支出抑制により、黒字予算となる見込み
が報告された。 
3）広報部報告　

濱中広報部長より、ブリテン発行、J-STAGEへの論稿
掲載が報告された。また学会ウェブサイトリニューアルが
完了したことの説明があった。
4）年次研究大会支援部報告

朴澤年次研究大会支援部長より、大会プログラム広告の
出稿状況、研究発表部会の司会の依頼、および大会要旨収
録の作成について報告があった。
5）教育部報告

内田教育部長より、大会時の若手研究者交流会について
の概要とラウンドテーブルの構成、参加者への告知につい
て、前回からの変更点の報告があった。 
6）会員管理部報告

白松会員管理部長より、入会申込者、退会者、会員数現
況について報告があった。また理事選挙の進行状況につい
て報告があった。
7）編集委員会報告

中村編集委員長より、『教育社会学研究』第108集の刊
行状況、第109集のレビュー論文と査読の進行状況、第
110集の特集の進捗状況が報告された。また、オ ンライン
投稿システムについて順調に運用されている旨の報告が

あった。
8）研究委員会報告

山内研究委員長から、⑴課題研究の検討状況、⑵大会プ
ログラムの作成の検討状況について報告があった。大会プ
ログラムについては、メール審議において理事会承認を得
ることが説明され、6月中旬に回覧し、メール審議とする
ことになった。
9）国際委員会報告

山田国際委員長から、第73回大会において英語特設部
会を予定していること、同大会で、中国教育社会学会、台
湾教育社会学会の会長からのビデオメッセージを流す予定
であることが報告された。また、中国教育社会学会、台湾
教育社会学会について10月に大会開催の予定であること
の報告があった。 
10）学会賞選考委員会報告

古賀学会賞選考委員長から、2020学会年度の学会賞選
考（著書の部）の推薦・選考状況について報告があった。
4．その他 
1）第73回大会校理事からの報告

冨江大会校理事より、⑴第73回大会の報告申込受付状
況を研究委員会と共有予定であること、⑵参加申込のウェ
ブ受付の準備状況、⑶今後プログラムに合わせてZoom等
の用意を予定していることの報告があった。
2）社会調査協会担当理事報告

岩井担当理事から、社会調査協会の社員総会理事会の議
事のうち、科目認定、資格認定、 財政状況、専門社会調査
士（8条規定）について報告があった。
3） 人 文 社 会 科 学 系 学 協 会 男 女 共 同 参 画 推 進 連 絡 会

（GEAHSS）担当理事報告
多賀担当理事から、GEAHSSの第4期運営委員会の議

事のうち、幹事学協会、副幹事学協会の第7期（2024年9
月）までの担当予定が報告された。また、公開シンポジウ
ムにおいてジェンダー平等に向けた加盟学協会の取り組み
およびアンケートの結果が公表され、GEAHSSのウェブ
サイトで資料が公開されていることの報告があった
4）法人化検討WG報告

塚原法人化検討WG長より、資料に基づき、法人化の
概要、これまでの経緯、社員・ 代議員・理事の位置づけ、
法人化による変更点、規程類、法人化の工程、学会の業務
への影響等の報告があった。吉田会長から、法人化移行に
向けて、現体制でどこまで決定が必要かについて質問があ
り、理事からの発言、議論をふまえて、今後に一般社団法
人になることおよび法人化を2021年9月11日の大会時の
総会において提案することについて、本日の理事会の審議
事項とすることの提案がなされた。
5）倫理WG報告

片岡倫理WG長より、倫理委員会規程案、会則・運営内
規改正案、倫理ガイドラインの検討状況について報告が
あった。

Ⅱ．審議事項
1．入会申込者について

白松会員管理部長より、入会申込者について提案があ
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り、承認された。
2．2020学会年度決算・2021学会年度予算について

島会計部長から、2020年度の決算の基本方針および 
2021年度予算編成の基本方針について提案があり、承認
された。 
3．倫理委員会規程案について 倫理WGからの提案を受け
て、事務局より、倫理委員会規程案について提案があり、
承認された。 
4．会則・運営内規改正について 企画部と倫理WGからの
提案を受けて、事務局より、ダイバーシティ推進部の設
置、および倫理委員会設置について、会則・運営内規等改
正の提案があり、承認された。 
5．本学会の一般社団法人化について 吉田会長より、理事
会として本学会を一般社団法人化することを認めることの
提案があり、承認された。2021年9月大会時の総会におい
て、本学会を一般社団法人化することについて議案とする
ことが提案され、承認された。
6．前回理事会議事録の確認

天童事務局長より、議事録確認の依頼があり、確認の
上、承認された。

2020学会年度第3回理事会（2021年9月10日：zoomオン
ライン会議）
Ⅰ.報告
1．会長報告

吉田会長より、第73回年次研究大会の準備状況につい
ての共有と大会校へのお礼が述べられた。
2．会務報告
1）総括報告

天童事務局長より、2020学会年度は、理事会3回、常務
会5回を開催し、各種課題の検討と決定を行ったことの報
告があった。
2）企画部報告

中澤企画部長より、今年度において、⑴ダイバーシティ
推進部設置の検討、⑵各部・委員会に対する学会運営の問
題点の把握のためのアンケートの実施を行なったことの報
告があった。
3）会計部報告

島会計部長より、今年度において、⑴一般会計の出納お
よび各種学会口座の管理、⑵監査への会計監査の依頼、⑶
2020学会年度決算案、2021学会年度予算案の作成を行っ
たことの報告があった。
4）広報部報告

濱中広報部長より、今年度において、⑴学会ウェブサイ
トのリニューアルおよび更新、⑵ブリテン発行、⑶会員へ
の一斉メールの送信、⑷『教育社会学研究』のJ-STAGE
掲載を行なったことの報告があった。
5）年次研究大会支援部報告

朴澤年次研究大会支援部長より、今年度において、⑴オ
ンライン大会開催に関する留意点と課題の整理および企画
部への報告、⑵大会プログラムおよび要旨集録に関する業
者への依頼、⑶大会プログラムの広告依頼および版下の受

領、大会ウェブサイト掲載用のバナー広告および会社紹介
文のとりまとめ、⑷大会各部会の司会者に対して研究委員
会の指定にもとづく依頼、⑸発表要旨収録の作成、⑹大会
各部会の司会者への発表要旨送付、⑺新常務会および新理
事会メンバーの大会時会合の出欠確認を行ったことの報告
があった。
6）会員管理部報告

白松会員管理部長より、会員数、退会者について報告が
あった。また、今年度において、⑴入退会、会員異動に関
する業務、⑵正会員内区分に伴う入会手続き、⑶学会費の
長期滞納者への督促、⑷選挙管理委員会の会務補助、⑸オ
ンラインによる会長選挙の実施補助を行ったことの報告が
あった。
7）教育部報告

内田教育部長より、今年度において、若手研究者交流会
を大会前日にオンライン開催することの報告があった。
8）法人化検討WG報告

塚原法人化検討WG長より、今年度において、学会の一
般社団法人化について検討・準備を行ったことの報告が
あった。
9）倫理WG報告

片岡倫理WG長より、今年度において、⑴倫理委員会規
程案の作成・修正、パブリックコメントの募集、⑵倫理ガ
イドライン案の作成・修正およびパブリックコメントの募
集を行ったことの報告があった。
3．編集委員会報告

井上編集副委員長より、今年度において、⑴『教育社会
学研究』第 107集の刊行、⑵第 108 集の編集・刊行、⑶第
109 集の編集、⑷第 110 集の編集、⑸東洋館出版社との契
約書の取り交わし、⑹査読体制の合理化と編集委員の増
員、⑺オンライン投稿システムの導入および投稿規定改訂、
⑻投稿テンプレートの導入を行ったことの報告があった。
4．研究委員会報告

山内研究委員長より、今年度において、⑴第73回大会
の課題研究の企画・運営、⑵第73回大会のプログラム編
成を行ったことの報告があった。
5．国際委員会報告

山田国際委員長より、今年度において、⑴国際学会から
の招聘の対応と支援、⑵国際交流支援、⑶英語特設部会の
計画と実施を行ったことの報告があった。
6．学会賞選考委員会報告

古賀学会賞選考委員長より、今年度において、第9回奨
励賞（著書の部）の選考を行ったことの報告があった。
7．社会調査協会担当理事報告

岩井担当理事より、2021年5月23日に社員総会・理事会
が開催されたことの報告があった。
8． 人 文 社 会 科 学 系 学 協 会 男 女 共 同 参 画 推 進 連 絡 会

（GEAHSS）担当理事報告
多賀理事より、今年度のGEAHSSの運営委員会につい

て報告があった。また今年度において、担当理事を1名増
員し、ダイバーシティ推進部の新設に向けた準備を行った
ことが報告された。
9．教育関連学会連絡協議会担当理事報告
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吉田会長より、2021年8月25日に運営委員会が行われ
たこと、2022年3月12日（土）に「世界の高大接続（仮）」
をテーマに公開シンポジウムが開催予定であることの報告
があった。
10．選挙管理委員会報告

加野選挙管理委員長より、理事選挙の実施、理事当選
者、会長選挙の補佐について報告があった。

加えて、吉田会長から、次期会長選挙を今年度初めてオ
ンラインで行い、滞りなく完了したことの報告があった。

Ⅱ．審議事項
1．2020会計年度決算について

島会計部長より、2020会計年度決算について提案され
た。コロナ禍での交通費や会議会合費等の支出が抑えられ
黒字決算となったこと、例年と異なる支出として、ウェブ
投稿システムの構築、ウェブサイトのリニューアルがあっ
たことが説明された。

また、知念監査・石黒監査（原田会計副部長代読）から、
監査の報告があった。提案・報告の通り、決算は承認された。
2．2021会計年度予算について

島会計部長より、2021会計年度予算について、収入は
過去3年間の平均値等を用いて算出し、支出については、
理事会・事務局経費の減額などを行ったこと、各委員会
経費は前年度の削減分を回復したことが説明された。2021
会計年度予算について、提案され、承認された。
3．入会の承認について

白松会員管理部長から、入会申込者について提案があ
り、承認された。
4．倫理ガイドライン（案）について

片岡WG長および吉田会長から、倫理ガイドライン
（案）について提案され、承認された。
5．学会の一般社団法人化について

吉田会長から一般社団法人化についての総会議案の文面
が説明され、了承された。
6．次期大会校について

吉田会長から、次期大会校を日本女子大学とし、大会校
理事を藤田武志会員とすることの提案があり、承認された。
7．総会次第の確認

天童事務局長から、諸会議の進行表ならびに総会次第に
ついて説明された。
8．前回理事会議事録の承認

天童事務局長から、前回議事録について確認依頼があ
り、承認された。

　　　　　　　　　　　　　　（前事務局長：天童睦子）
　

常務会の記録
2020学会年度第3回常務会（2021年3月27日：zoomオン
ライン会議）
Ⅰ．報告
1．会長報告

吉田会長より、今期はウェブリニューアルオープン、理
事選挙、コロナ禍の大会開催、法人化等の課題を控えるな
か、引き続き学会運営に協力をお願いしたい旨の挨拶が
あった。
2．事務局長報告

とくになし。
3．各部・委員会報告
1）企画部報告

中澤企画部長より、①ダイバーシティ推進部設置にあ
たっての会則変更と運営内規の検討、②会務の削減や合理
化に向けた意見収集の検討を行うことの報告があった。
2）会計部報告

島会計部長より、①2020学会年度第二四半期決算につ
いて報告があった。交通費の支出が2019学会年度比で減
少となる等の状況が報告された。②ガリレオからの事務委
託費請求について報告があった。
3）広報部報告

濱中広報部長より、①ブリテン174号発行スケジュー
ル、②『教育社会学研究』第104集のJ-STAGE掲載、③
ウェブのリニューアルサイトを2021年3月末日公開予定で
あることの報告があった。
4）年次研究大会支援部報告

朴澤年次研究大会支援部長より、大会プログラム広告に
ついて、例年通りの広告料金とすること、会社・団体の選
定を検討していることについて報告があった。戸村副部長
から、大会プログラム作成・発表要旨集録作成の委託につ
いて報告があった。PDF作成のみとすることで印刷・郵
送費が削減見込みとなることが報告された。
5）教育部報告

内田康弘教育部副部長より、大会前日の若手研究者交流
会について、開催要項の案が示された。
6）会員管理部報告

白松会員管理部長から、①退会者なしの報告があった。
②5月下旬の理事選挙・会長選挙に向けて準備を進めてい
ること、会長選挙のSOLTIを用いた実施についての準備
状況の報告があった。
7）編集委員会報告

中村編集委員長より、『教育社会学研究』第108集の編
集状況、第109集のレビュー論文、第110集の特集論文に
ついて報告があった。また、オンライン投稿システムの導
入について報告があった。
8）研究委員会報告

山内研究委員長、大多和研究副委員長より、第73回大
会の課題研究についての概要と登壇予定者について報告が
あった。
9）国際委員会報告

山田国際委員長より、英語特設部会についての検討状
況、海外研究に関する学会賞の復活を検討していることの
報告があった。

5．その他
1）第73回大会について

冨江大会校理事より、第73回年次研究大会（2021年9
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月）をオンラインで開催すること、前回大会スケジュール
をふまえた現時点の案が示された。大会校を関西学院大学
とし、会員のほか、臨時会員の参加を検討中であることが
報告された。報告にもとづき、①大会予算について、②会
員資格と参加申し込みについて、③諸会議日程について、
④オンデマンド型報告の日程等についての議論があった。
2） 法人化検討WG報告

塚原法人化検討WG長より、法人化後を想定した事務運営
の変更点について、選挙管理委員会を中心に説明があった。
3） 倫理WG報告

片岡倫理WG長より、①パブリックコメントをふまえた
倫理委員会規程案の修正、また倫理ガイドライン案の作成
状況の報告があった。

Ⅱ 審議事項
1．入会申込者の仮承認について

白松管理部長より、入会申込者について提案があり、仮
承認された。
2．前回常務会議事録確認

天童事務局長より、前回議事録について確認依頼があ
り、承認された。

2020学会年度第4回常務会（2021年6月5日：zoomオンラ
イン会議）
Ⅰ．報告
1．会長報告

吉田会長より、第73回年次研究大会の実施、今期任期
満了に向けて、各部各委員会の次期体制への引き継ぎの依
頼があった。
2．事務局長報告

天童事務局長より、⑴東京大学社会科学研究所附属社会
調査・データアーカイブ研究センターを共同利用・共同研
究拠点とするための申請に対する賛同書の提出、⑵日本学
術会議の情報等の報告があった。
3．各部・委員会報告
1）企画部報告

中澤企画部長より、⑴ダイバーシティ推進部設置に関す
る検討状況、⑵各部・各委員会への学会運営・業務に関す
る調査について報告があった。
2）会計部報告

島会計部長より、2020学会年度第三四半期の状況とガ
リレオからの事務依委託費請求について報告があった。交
通費の支出抑制によって、黒字予算となる見込みが報告さ
れた。 
3）広報部報告

濱中広報部長より、⑴ブリテン2021年5月発行の報告、
⑵『教育社会学研究』第104集のJ-STAGE掲載、⑶学会
ウェブサイトのリニューアル完了、および旧サイトからの
移行作業の経緯が報告された。
4）年次研究大会支援部報告

朴澤年次研究大会支援部長より、⑴大会校への依頼状作
成、⑵大会プログラム広告への出稿状況、⑶研究発表部会

の司会の依頼について、⑷大会要旨収録の作成について報
告があった。
5）教育部報告

内田教育部長より、若手研究者交流会についての概要と
ラウンドテーブルの構成、参加者への告知について、前回
からの変更点の報告があった。また、冨江大会校理事に、
大会時のZoomアカウントについて若手研究者交流会で使
用したい旨の依頼がなされた。
6）会員管理部報告

白松会員管理部長より、退会者と現会員数の報告があった。 
7）編集委員会報告

中村編集委員長より、 ⑴『教育社会学研究』第108 集の
刊行状況、⑵第109 集のレビュー論文と投稿論文査読の進
捗状況、⑶第110 集の特集の概要の報告があった。また、
オンライン投稿システムについて問題なく運用されている
ことの報告があった。 
8）研究委員会報告

原研究委員会副委員長から、⑴課題研究の検討状況、⑵
大会プログラムの作成の検討状況について報告があった。
9）国際委員会報告

山田国際委員長から、⑴第73回大会において英語特設
部会を設置予定であること、⑵中国教育社会学会、台湾教
育社会学会について10月に大会開催が予定されているこ
と、⑶中国教育社会学会、台湾教育社会学会の会長からの
ビデオメッセージを第73回大会の英語特設部会において
流すことの検討などの報告があった。
10）学会賞選考委員会報告

古賀学会賞選考委員長（天童事務局長代読）から、2020 
学会年度の学会賞選考（著書の部）の推薦・検討状況につ
いて報告があった。 
4．その他 
1）第73回大会について 冨江大会校理事より準備状況の
説明があった。
2）法人化検討 WG 報告

塚原法人化検討WG 長より、法人化後を想定した事務
運営の主な変更点として、会計については、①法人に譲渡

（贈与）する学会資産、②会計の目的の拡大、③税務処理
の注目点、④税金の申告と納付等の説明があった。大会・
代議員総会については、①大会と代議員総会の位置づけと
日程、②代議員総会の決議、③役員の選任・ 会長（代表
理事）の選定、④総会の開催に関する法人法の規定、⑤大
会時総会の開催手順の検討が必要であることについての報
告があった。吉田会長、および複数の常務会構成員から質
問・意見があり、議論をふまえて理事会で報告することに
なった。
3）倫理 WG 報告

片岡倫理WG長より、倫理委員会規程案、会則・運営内
規改正案、倫理ガイドラインの検討状況について報告が
あった。

Ⅱ．審議事項
１．入会申込者の仮承認について 

白松会員管理部長より、入会申込者について提案があ
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り、仮承認された。 
2．2020学会年度決算・2021学会年度予算について

島会計部長より、2020年度の決算の基本方針および
2021年度予算編成の基本方針について提案があり、理事
会の議事とすることが承認された。天童事務局長より、新
しい部・委員会が設置された場合の予算について確認があ
り、一部は交通費の削減等で用意できるだろうが、支出全
体の見直し等の対応が必要となる旨回答があった。 
3．倫理委員会規程案について

倫理WGの提案を受けて、事務局より、倫理委員会規程
案について提案があり、理事会の議事とすることが承認さ
れた。 
4．会則・運営内規改正について 

企画部、および倫理WGの提案を受けて、事務局より、
ダイバーシティ推進部の設置と倫理委員会設置について会
則・運営内規改正の提案があり、理事会の議事とすること
が承認された。 
5．前回常務会議事録確認

天童事務局長より前回議事録について確認依頼があり、
承認された。 

2020学会年度第5回常務会（2021年9月10日：zoomオン
ライン会議）
Ⅰ．報告
1．会長報告

吉田会長より、第73回年次研究大会実施の準備状況
についての共有と大会校へのお礼が述べられた。また、
2019・20学会年度末の常務会としての総括と次期への引
き継ぎの依頼があった。
2．会務報告
1）総括報告

天童事務局長より、会務総括報告を第5回理事会で行う
ことが報告された。
2）企画部報告

中澤企画部長より、資料の通り、今学会年度の会務が報
告された。
3）会計部報告

島会計部長より、資料の通り、今学会年度の会務が報告
された。
4）広報部報告

濱中広報部長より、資料の通り、今学会年度の会務が報
告された。
5）年次研究大会支援部報告

朴澤年次研究大会支援部長より、資料の通り、今学会年
度の会務が報告された。
6）会員管理部報告

白松会員管理部長より、資料の通り、今学会年度の会務
が報告された。また、退会者について報告があった。
7）教育部報告

内田教育部長より、資料の通り、今学会年度の会務が報
告された。
3．編集委員会報告

井上編集副委員長より、資料の一部訂正の上、今学会年
度の会務が報告された。
4．研究委員会報告

山内研究委員長より、資料の通り、今学会年度の会務が
報告された。
5．国際委員会報告

山田国際委員長より、資料の一部訂正の上、今学会年度
の会務が報告された。
6．学会賞選考委員会報告

古賀学会賞選考委員長より、資料の通り、今学会年度の
会務が報告された。
7．社会調査協会担当理事報告

岩井理事・木村拓也理事（天童事務局長代読）より、今
学会年度の会務が報告された。
8． 人 文 社 会 科 学 系 学 協 会 男 女 共 同 参 画 推 進 連 絡 会

（GEAHSS）担当理事報告
多賀理事・木村涼子理事（天童事務局長代読）より、資

料の通り、今学会年度の会務が報告された。
9．教育関連学会連絡協議会担当理事報告

吉田会長より、8月の運営委員会、2022年3月12日に「世
界の高大接続（仮）」をテーマに公開シンポジウムが開催
予定であることの報告があり、今学会年度の会務が報告さ
れた。
10．選挙管理委員会報告

加野選挙管理委員長（天童事務局長代読）より、資料の
通り、今学会年度の会務が報告された。

Ⅱ．審議事項
1．2020会計年度決算について

島会計部長より、2020会計年度決算について提案され
た。当初予算は赤字予算であったが、コロナ禍での交通費
や会議会合費等の支出が抑えられたために黒字決算となっ
た。例年と異なる支出として、ウェブ投稿システムの構
築、ウェブサイトリニューアルがあった。また、知念監査
から、監査の報告があった。一部書類の確認後、提案・報
告の通り、決算は承認された。
2．2021会計年度予算について

島会計部長より、2021会計年度予算について提案され、
承認された。

関連して、濱中広報部長から、ウェブサイトのリニューア
ルに関連して、継続的な整備が必要なことから、事務委託
経費として追加の支出を予定していることの説明があった。
白松会員管理部長から、オンライン選挙の費用の計上につ
いて確認があった。井上編集副委員長から、オンライン投
稿システム運用に関する費用計上について確認があった。
3．入会の仮承認について

白松会員管理部長より、入会申込者について提案があ
り、仮承認された。
4．倫理ガイドライン（案）について

片岡倫理WG長から、倫理ガイドラインについて、2021
年8月にパブリックコメントを実施し、それをふまえた倫
理ガイドライン（案）の提案があり、理事会の審議事項と
することが了承された。
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5．学会の一般社団法人化について
吉田会長から一般社団法人化についての総会議案の文面

が出され、理事会で説明することが了承された。
6．次期大会校について

吉田会長から、次期大会校を日本女子大学とし、大会校
理事を藤田武志会員とすることの提案があり、理事会に諮
ることとなった。

7．総会次第の確認
天童事務局長から、諸会議の進行表ならびに総会次第に

ついて説明された。
8．前回常務会議事録の承認

天童事務局長から、前回議事録について確認依頼があ
り、承認された。

　　　　　　　　　　　　　　（前事務局長：天童睦子）
　



新入会員／所属変更

新入会員（2021年1月－2021年8月） 
氏　　名 所属機関 推薦会員

中原　　慧 京都大学大学院             本間　桃里

手島　　純 星槎大学              大島　真夫

金　　春喜 日本経済新聞社             本間　桃里

岡田　有真 東京大学大学院  田垣内義浩

黄　　　薇 九州大学大学院             木村　拓也

日下　浩一 上越教育大学教職大学院 堀　　健志

田中　元太 北海道大学             小内　　透

岸上　直樹 立教小学校             北澤　　毅

高橋　光輝 デジタルハリウッド大学 中井　俊樹

益田かな子     神戸女子大学大学院     稲垣　恭子

打越　文弥 Princeton University 藤原　　翔

渡辺　典子 武蔵野美術大学              金子真理子

井筒　優菜       葛飾区立上千葉小学校      北澤　　毅

芹澤　　光 静岡県立御殿場南高等学校 芝山　明義

吉川錬太郎 早稲田大学大学院            守田　幹子

池田　大輝       東京大学大学院              相澤　真一

園部友里恵 三重大学                    伊藤　雅一

田中　祐児 東京大学大学院              田垣内義浩

市嶋　典子         秋田大学                    牲川波都季

柴田　恵輔 早稲田大学大学院            吉田　　文

上原菜緒子 東京大学大学院              額賀美紗子

島袋　海理 名古屋大学大学院             古殿　真大

余　　常清 日本大学大学院              広田　照幸

YANG HANG 筑波大学大学院              徳永　智子

屋良　皇稀 浜川小学校                  上間　陽子

竹村登茂子 大阪大学大学院              山川　　温

木村　光宏 日本大学大学院               御手洗明佳

近藤真理子 太成学院大学                松浦　善満

日髙　正樹 大阪大学大学院               吉川　　徹

丁　　名揚 筑波大学大学院              黄　　順姫

佐々木龍平 広島大学大学院              山田　浩之

小田　郁予      東京大学大学院              早坂めぐみ

赤谷　昌美 上智大学大学院              丸山　　登

森田　　叡   情報セキュリティ大学院大学   香川　七海

加藤　　淳   東京学芸大学附属高等学校   金子真理子

氏　　名 所属機関 推薦会員

鶴宮　　慶 早稲田大学大学院 吉田　　文

庄司　健人 東京藝術大学大学院 有本　真紀

権野　　禎 お茶の水女子大学大学院 浜野　　隆

麦山　亮太 学習院大学  打越　文弥

西林　佳人 鳴門教育大学大学院 高橋　眞琴

中村　　聖 北海道大学大学院 平澤　和司

中丸　亮夫 日本経済新聞社  紅林　伸幸

荒井　悠介 成蹊大学  寺地　幹人

近藤　千洋 東京大学大学院  本田　由紀

園田　政則 佛教大学大学院  堀家由妃代

佐古　　清 京都教育大学  志水　宏吉

別府　崇善 東京大学大学院  池田　大輝

＊2021年9月10日開催理事会での承認者分まで

多賀谷雅人 三種町立八竜中学校

尾川　満宏 広島大学

小内　　透 札幌国際大学

湯川　秀樹 青山学院大学

河野　誠哉 東京女子大学

永井　健夫 青山学院大学

鈴木　俊之 青山学院大学

笠原　正大 学而図書

小西　尚之 金沢学院大学

熊丸真太郎 大分大学

村上　昌也 神戸市教育委員会事務局

中西　啓喜 桃山学院大学

山本　晃輔 関西国際大学

阿曽沼明裕 東京大学

岩月　真也 独立行政法人 労働政策研究・研修機構

伊藤　繁徳 千葉県千葉市立こてはし台小学校

木之下健一 独立行政法人 大学改革支援学位授与機構

中川　宗人 青森公立大学

早坂めぐみ 高千穂大学

中島　英博 立命館大学

林　　　透　　　金沢大学

山口　泰史 帝京大学

呉　　永鎬 鳥取大学

原田　拓馬 山口大学

伊藤　雅一 茨城大学

上地　香杜 静岡大学

竹内　正興 香川大学

中村　　顕 京都市立塔南高等学校

川畑　和久 田川市立教育支援センター

下瀬川　陽 作新学院大学

梅田　崇広 愛媛大学

眞野　　豊 鳴門教育大学

斎藤　明宏 東京理科大学

野村　　駿 秋田大学

粕谷　圭佑 奈良教育大学

所属変更（2021年1月－2021年8月）
氏　　名 所属機関

矢澤健太郎 東京国際ビジネスカレッジ

高松　美紀 都立狛江高等学校

佐野　和子 大阪商業大学

中村　絵里 千葉大学

林　安希子 慶應義塾大学

安藤　　藍 千葉大学

浅沼　裕治 松山東雲短期大学

目黒沙也香 学習院大学

勝又あずさ 成城大学

花田　史彦 立命館大学

小島　祥美 東京外国語大学

石川　裕之 京都ノートルダム女子大学

砂村　京子 東京医療保健大学

土肥いつき 大阪府立大学

角　　　能 島根県立大学

佐川　宏迪 大阪市立大学

田中　李歩 アジア経済研究所

鈴木　拓人 筑波技術大学

　＊2021年8月27日届出分まで

氏　　名 所属機関
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新入会員／所属変更

新入会員（2021年1月－2021年8月） 
氏　　名 所属機関 推薦会員

中原　　慧 京都大学大学院             本間　桃里

手島　　純 星槎大学              大島　真夫

金　　春喜 日本経済新聞社             本間　桃里

岡田　有真 東京大学大学院  田垣内義浩

黄　　　薇 九州大学大学院             木村　拓也

日下　浩一 上越教育大学教職大学院 堀　　健志

田中　元太 北海道大学             小内　　透

岸上　直樹 立教小学校             北澤　　毅

高橋　光輝 デジタルハリウッド大学 中井　俊樹

益田かな子     神戸女子大学大学院     稲垣　恭子

打越　文弥 Princeton University 藤原　　翔

渡辺　典子 武蔵野美術大学              金子真理子

井筒　優菜       葛飾区立上千葉小学校      北澤　　毅

芹澤　　光 静岡県立御殿場南高等学校 芝山　明義

吉川錬太郎 早稲田大学大学院            守田　幹子

池田　大輝       東京大学大学院              相澤　真一

園部友里恵 三重大学                    伊藤　雅一

田中　祐児 東京大学大学院              田垣内義浩

市嶋　典子         秋田大学                    牲川波都季

柴田　恵輔 早稲田大学大学院            吉田　　文

上原菜緒子 東京大学大学院              額賀美紗子

島袋　海理 名古屋大学大学院             古殿　真大

余　　常清 日本大学大学院              広田　照幸

YANG HANG 筑波大学大学院              徳永　智子

屋良　皇稀 浜川小学校                  上間　陽子

竹村登茂子 大阪大学大学院              山川　　温

木村　光宏 日本大学大学院               御手洗明佳

近藤真理子 太成学院大学                松浦　善満

日髙　正樹 大阪大学大学院               吉川　　徹

丁　　名揚 筑波大学大学院              黄　　順姫

佐々木龍平 広島大学大学院              山田　浩之

小田　郁予      東京大学大学院              早坂めぐみ

赤谷　昌美 上智大学大学院              丸山　　登

森田　　叡   情報セキュリティ大学院大学   香川　七海

加藤　　淳   東京学芸大学附属高等学校   金子真理子

氏　　名 所属機関 推薦会員

鶴宮　　慶 早稲田大学大学院 吉田　　文

庄司　健人 東京藝術大学大学院 有本　真紀

権野　　禎 お茶の水女子大学大学院 浜野　　隆

麦山　亮太 学習院大学  打越　文弥

西林　佳人 鳴門教育大学大学院 高橋　眞琴

中村　　聖 北海道大学大学院 平澤　和司

中丸　亮夫 日本経済新聞社  紅林　伸幸

荒井　悠介 成蹊大学  寺地　幹人

近藤　千洋 東京大学大学院  本田　由紀

園田　政則 佛教大学大学院  堀家由妃代

佐古　　清 京都教育大学  志水　宏吉

別府　崇善 東京大学大学院  池田　大輝

＊2021年9月10日開催理事会での承認者分まで

多賀谷雅人 三種町立八竜中学校

尾川　満宏 広島大学

小内　　透 札幌国際大学

湯川　秀樹 青山学院大学

河野　誠哉 東京女子大学

永井　健夫 青山学院大学

鈴木　俊之 青山学院大学

笠原　正大 学而図書

小西　尚之 金沢学院大学

熊丸真太郎 大分大学

村上　昌也 神戸市教育委員会事務局

中西　啓喜 桃山学院大学

山本　晃輔 関西国際大学

阿曽沼明裕 東京大学

岩月　真也 独立行政法人 労働政策研究・研修機構

伊藤　繁徳 千葉県千葉市立こてはし台小学校

木之下健一 独立行政法人 大学改革支援学位授与機構

中川　宗人 青森公立大学

早坂めぐみ 高千穂大学

中島　英博 立命館大学

林　　　透　　　金沢大学

山口　泰史 帝京大学

呉　　永鎬 鳥取大学

原田　拓馬 山口大学

伊藤　雅一 茨城大学

上地　香杜 静岡大学

竹内　正興 香川大学

中村　　顕 京都市立塔南高等学校

川畑　和久 田川市立教育支援センター

下瀬川　陽 作新学院大学

梅田　崇広 愛媛大学

眞野　　豊 鳴門教育大学

斎藤　明宏 東京理科大学

野村　　駿 秋田大学

粕谷　圭佑 奈良教育大学

所属変更（2021年1月－2021年8月）
氏　　名 所属機関

矢澤健太郎 東京国際ビジネスカレッジ

高松　美紀 都立狛江高等学校

佐野　和子 大阪商業大学

中村　絵里 千葉大学

林　安希子 慶應義塾大学

安藤　　藍 千葉大学

浅沼　裕治 松山東雲短期大学

目黒沙也香 学習院大学

勝又あずさ 成城大学

花田　史彦 立命館大学

小島　祥美 東京外国語大学

石川　裕之 京都ノートルダム女子大学

砂村　京子 東京医療保健大学

土肥いつき 大阪府立大学

角　　　能 島根県立大学

佐川　宏迪 大阪市立大学

田中　李歩 アジア経済研究所

鈴木　拓人 筑波技術大学

　＊2021年8月27日届出分まで
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訃　報

本学会の会員　手塚 裕様、沼尻 正之様がご逝去されました。心よりお悔やみ申し上げますとと
もに、ここにお知らせさせていただきます。


